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第１章 序論 

１.１ 半導体メモリ製造におけるエッチングプロセス 

 フラッシュメモリの需要 

近年，IoT (Internet of things)，人工知能 (Artificial intelligence : AI)，第 5 世代移動通

信システム(5th Generation : 5G)などの普及に伴い流通する情報量の爆発的な増加が起

こっている。この流通する電子情報を保存し，記録し次に生かすことができる方法の

一つにフラッシュメモリがある。メモリを使用する分野は，例えば，AI，自動運転，

ロボット工学，産業，医療，娯楽など多岐に渡る[1]。 メモリ形態のは図 １-１に示

すようにエンドユーザーが使用するフラッシュメモリやスマートフォンのストレー

ジ，パーソナルコンピュータに使用される SSD (Solid State Drive)に限らず，データセ

ンターのサーバーなどクラウド技術を介した形態があるため需要はますます増えて

図 １-１ 様々な半導体メモリ形態の例 
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いる。 

フラッシュメモリの歴史は長く，1987 年に東芝が世界初の NAND (Not AND)型フ

ラッシュメモリ図 １-２(a)を発明し[2]，2007 年には三次元構造の NAND 型メモリ

(3D-NAND メモリ図 １-２(b) を発表した[3]。 そこから現在に至るまで 3D-NAND メ

モリが使われ続けている。近年では，メモリ容量密度を増やすために，1 セルに多く

のデータを蓄積できる多値化[4]やメモリセルを分割する手法[5]などが考案されたが，

更なるメモリ容量が要求されている。3D-NAND (3 dimensions Not AND)においてメモ

リ容量を増加させる手法は電極の積層数を増やすという単純かつ困難な手法がある。

この手法の現状と課題については１.２で詳述する。 

 半導体プロセス概要 

フラッシュメモリは半導体デバイスの一種であり，大まかなプロセスは共通する部

分は多い。そのため本項では多くの共通する半導体プロセスについて概説する。 

半導体プロセスは大きく分けて前工程と後工程に分かれている(図 １-３) [6]。前工

程とは， 300 mm にも及ぶ大口径シリコンウェハーに図 １-４に示すようなイオン注

図 １-２ 二次元と三次元の NAND FLASH メモリの構造の違い[1] 
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入，リソグラフィ，エッチング，成膜などを施す工程である。イオン注入はシリコン

に不純物となるイオンを注入することでホールや電子等のキャリアが生成される。リ

ソグラフィはエッチングを行う際に重要となるレジストを構築する工程である。技術

そのものは写真の露光と同様であるが，微細化を進めるために図 １-５に示すような

さまざまな光源を用いた露光が行われてきた。1995 年ごろまでは超高圧水銀ランプ

のスペクトル内の特徴的なピークである g 線(g-line)や i 線(i-line)が用いられていた。

その後，2000 年頃に KrF，2005 年頃には ArF を基にした光源が用いられていた。図

中の i-ArF は ArF 光源を用いつつ，ウェハーを液体に浸す(これを液浸(immersion)とい

う)ことで分解能を向上させる手法であり近年まで使用されている。また，2014 年頃

では露光を複数回行うことで分解能を向上させるダブルパターニング (Double 

patterning : DP)技術も併用されている。現在は EUV (Extreme ultraviolet) 光を用いるこ

とで 10 nm オーダーの分解能を持つパターニングが検討されている[7]。 エッチング

図 １-３ 半導体メモリ製造工程[6] 
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は本研究の主題となるプロセスであり，反応性ガスのプラズマに曝して，活性な中性

化学種(ラジカル)とイオンを照射することで被エッチング材料を揮発性の高い分子に

変えて(例えば Si + 4F → SiF4)除去するプロセスである。詳細は 1.1.4 で述べる。エッ

チングを行った後，残ったレジストを除去する工程がアッシングである。アッシング

及び洗浄が終わったウェハーにメモリゲートなどを化学的気相成長(Chemical vapor 

deposition : CVD)法や，物理的気相成長(Physical vapor deposition : PVD)法による成膜

して構成する。この工程でメモリセルが構築される。前工程の中でプラズマを用いた

プロセスにはアッシング，エッチング，PVD や CVD による成膜プロセスが挙げられ

る。 

図 １-５ プロセスパターン形成のためのリソグラフィに用いられる光源の歴史[7] 

図 １-４ 前工程におけるホールパターンプロセス例 
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後工程とは前工程を終えたシリコンウェハーを製品サイズのチップ(ダイ)に切るダ

イシング，基板にダイを張り付けるダイボンディング，電気配線を行うワイヤボンデ

ィングがある。この後工程を終え，検査を通過すると製品として出荷される。 

 デバイスプロセスにおけるプラズマ源 

デバイスプロセスには，図 １-６に示すように容量結合型プラズマ(Capacitively 

coupled plasma : CCP)，電子サイクロトロン共鳴(Electron cyclotron resonance : ECR)プ

ラズマ，誘導結合型プラズマ(Inductively coupled plasma : ICP)，ヘリコン波プラズマな

ど様々なプラズマ源が使用されている[7]。 CCP は材料加工に初めて本格的に用い

られたプラズマ源[8]で，平行平板間に RF(Radio frequency)帯の高周波電力を印加する

ことでプラズマを生成する。古典的な CCP の特徴としては，圧力が 100 Pa 程度と高

図 １-６ デバイスプロセスに用いられるプラズマ源[7] 
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く，プラズマ密度は 1010 cm-3程度と高くできるが，プロセスにおいて高圧力はガスの

滞在時間を長くし，また衝突が増えることから異方性の担保が難しい。そのため，近

年では 1 Pa 程度の低圧力環境でプロセスを行うがそのためプラズマ密度が低下し，

プロセスの速度を低下させる問題が生じる。これを解決するため，高周波(High 

Frequency : HF)電力や超高周波(Very High Frequency : VHF)電力を印加することで 1010 

cm-3もの高密度プラズマを生成する手法が主流となっている。ECR プラズマは磁界と

マイクロ波によるサイクロトロン共鳴を利用したプラズマ源で 1 Pa 程度の低圧力下

で 1011 cm-3の高密度プラズマを生成することができる。エッチングを行う際はステー

ジに RF バイアスを印可することでイオンエネルギーを制御する。ICP はループ型ア

ンテナに RF 帯の高周波電力を印可することで放電するプラズマ源で，ECR と同様 1 

Pa 程度の圧力で 1011 cm-3 の高密度プラズマを生成できる。ヘリコン波プラズマとは

ICP のような高周波電力による放電に直流磁界を重畳するプラズマ源である。 

各プラズマ源は様々なプロセスに用いられる。アッシングプロセスおけるプラズマ

源は酸素雰囲気中で放電しウェハーを曝すだけなので，比較的単純なマイクロ波プラ

ズマや CCP が用いられる。プラズマを用いた成膜プロセスには 1.1.2 で述べた通り

CVD と PVD が存在するが，CVD ではアノードカップル(ウェハーステージが接地)型

CCP や ICP などがある。ICP は CCP より高密度なプラズマを生成でき，高い気相成

長速度が期待できる。PVD は金属物質を堆積させる手法として有用である。このプロ

セスでは CCP のカソードに堆積させる物質(ターゲットと呼ぶ)を設置し，イオン衝撃

でスパッタすることで被堆積基板に堆積する。エッチングプロセスでは ICP, ECR プ

ラズマ，ヘリコン波プラズマ,CCP が用いられる。例えばデバイスのゲート加工や Si, 

Al などの導電性物質の微細加工には高密度プラズマが生成可能な ECR や ICP が用い

られるが，中電子密度，低滞在時間が求められる SiO2 エッチングなどでは電極間距

離 30 mm 程度の狭ギャップ CCP が使われる。 
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近年，高精度なエッチング性能を実現するとともにエッチング速度を向上させるた

めに，プラズマを発生させる HF もしくは VHF 電力とバイアス電圧を発生させる低

周波（Low frequency : LF）電力を組み合わせて高密度プラズマと高バイアス電圧を実

現した二周波プラズマ（Dual Frequency Plasma : DFP）源が使用されている[9][10]。こ

の組み合わせにより，プラズマ密度とイオン衝撃エネルギーを独立して制御すること

で，精密なエッチングが可能となる。DFP については，理論[11]，実験[12]，シミュレ

ーション[13][14]の観点から様々な研究がおこなわれてきた。 

DFP の中でも SiO2 エッチングによく用いられるのが二周波重畳容量結合型プラズ

マ(Dual frequency capacitively coupled plasma : DF-CCP)である。DF-CCP には図 １-７

に示すように，バイアス用の LF 電源と放電用の VHF 電源が異なる電極に設置され

た図中(a)のタイプと，同じ電極に設置された(b)のタイプがある。どちらも，高周波で

高プラズマ密度を，低周波でバイアスを制御する点は他の DFP と同様とである。動

作圧力は数 Pa 程度で，高周波は 27 - 60 MHz，低周波は 0.8 - 2 MHz を使用すること

が多く，プラズマ密度は 1010 cm-3程度である。 

(a) アノード放電型 DF-CCP[15] (b) カソード放電型 DF-CCP[16] 

図 １-７ 二周波重畳容量結合型プラズマ (a)バイアス電源と放電用電源が異なる電極

に接続され，(b)バイアス電源と放電用電源が同じ電極に接続され，対向電極が接地さ

れている。 



8 

 

 異方性エッチングプロセスの概要 

異方性エッチングとは，指向性のあるエッチングのことである。特にプラズマ中の

中性ラジカル及び正イオンを利用するものを反応性イオンエッチング(Reactive ion 

etching : RIE)という。その原理を図 １-８に示す。供給からプロセスガスはプラズマ

中で電子衝突を受けて電離や解離を経て，イオンと電子，そして中性ラジカルやポリ

マーを生成する。プラズマで生成されたラジカル種が被エッチング物質に付着して，

シースで加速されたイオンがエネルギーを与えることでラジカルと被エッチ物質が

反応を起こしバルクから脱離する。この時，シースで加速された高エネルギーかつ高

指向性をもつイオンが反応のトリガーとなるため異方性をもつエッチングが可能と

なる。またプラズマで生成されたポリマーはエッチングされたパターン側部に付着し

て保護膜として働く。 

異方性エッチングに求められる特性にはダメージ制御性，微細パターンの加工精度

やエッチング速度などがある[17]。エッチングにおけるダメージとは物理的ダメージ

[18]-[20]，電気的ダメージ[21] [22]及び光照射ダメージ[23]-[25]がある。パターンの加

工精度とは材料の選択性や加工寸法に対する精度などがあり，特に寸法の精度は現在

主流となっている 3D-NAND や DRAM(Dynamic Random Access Memory)製造のための

高アスペクト比エッチングにおいて永遠の課題である。加工精度やエッチング速度は

エッチングする材料とプロセスガス種，及びイオン衝撃の有無の組み合わせに大きく

依存する。例えばシリコン(Si)のエッチングには塩素(Cl)系プラズマが用いられるが，

これは Cl と Si との自発的な反応が遅く，イオンアシストによる反応速度が速いため

異方性を持つ形状が形成できるためである[26]。一方，フッ素(F)を含むプラズマにお

いては，自発的反応が起こるため等方的なエッチングになりアンダーカット構造を形
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成する[26]。二酸化ケイ素(SiO2)のエッチングには F を含むプラズマが用いられる。F

は SiO2 と自発的に反応を起こすが，強いイオンエネルギーによる促進作用により異

方性のある形状を形成することができる[26]。 

図 １-８ 反応性イオンエッチングのメカニズム概略図 
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異方性エッチングをおこなう過程で想定しない形状(形状異常)が発生することがあ

る。その一例を図 １-９に示す。先述した(a)アンダーカットはその一つで，中性ラジ

カルによる等方的エッチングによりこのような形状が生じる。(b)テーパは異方性エッ

チングにより生成された物質がエッチングされた箇所の近傍に堆積することで起こ

る。また，保護膜を形成する粒子種が付着しても同様にテーパ状となる(c)逆テーパは

イオンのもつ角度分布が広い場合に，斜め入射したイオンによる RIE が生じることで

形成される。(d)ボーイングはレジストにおける散乱やイオンの斜め入射により生じ

る。(e)マイクロトレンチや(f)ノッチはパターン内部におけるチャージアップによるイ

オン軌道の歪みによって生じる。良好な異方性エッチングの達成には，基板材料に応

じてガス種を選択し，さらにガスの解離やイオンエネルギーを制御できるプラズマ源

が必要となる。 

図 １-９ エッチングにおける形状異常例[17] 
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１.２ ホールエッチングにおけるチャージアップ 

 チャージアップによる形状異常 

エッチングホールの形状制御についても集中的な研究がおこなわれている[27]-[31]。 

例えば，高アスペクト比（High Aspect ratio : HAR）エッチングでは，ボーイングが既

知の問題であり，レジストのテーパ面で散乱した高エネルギーイオンがホールの側壁

に衝突して局所的にエッチングが進行して発生する。また，図 １-１０に示すような

エッチングホールやトレンチのチャージアップは，表面の電荷がイオンの軌跡を歪め，

形状異常とエッチング速度の低下を招くだけではなく， 図 １-９に示すマイクロト

レンチやノッチのような形状異常も引き起こす。 

実際のエッチングプロセスでは，被エッチング材料に依存してチャージアップの挙

動が変化することが知られている。例えば，導電性ポリシリコンのオープンパターン

エッジとナローパターンエッジのエッチング特性に関する研究では，実験[33][34]や

図 １-１０ 高アスペクト比ホールへの荷電粒子入射 
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シミュレーション[35]-[38]により，パターンに依存したチャージアップの挙動が示さ

れている。誘電体に形成したホールにおけるチャージアップ挙動は，電荷蓄積がエッ

チング速度に及ぼす影響とともに広く研究されている[39]。さらに，エッチングホー

ルの側壁に形成されたフルオロカーボン膜の導電性についても報告されている[40]-

[42]。 

ホールやトレンチの変形を最小限に抑えるためには，ホールやトレンチ内での電荷

をキャンセルする必要がある。このために，蓄積された電荷を電子ビーム[43] や負イ

オン[44][45] を用いてキャンセルする方法が検討されている。ホールボトムのチャー

ジアップを抑制するための様々な手法の中で，現在，実際のエッチングプロセスにお

いては，パルス駆動のプラズマ源[39][46]-[48]が有用であると考えられている。近年の

高密度プラズマ源の開発を考えると，パルス運転による VHF プラズマ源の特性の理

解は，将来の高アスペクト比(HAR)エッチングプロセスに重要な意味を持つ可能性が

ある。 

 高アスペクト比ホール底部に関する先行研究 

高アスペクト比ホールのチャージアップ評価はホールを模擬するためキャピラリ

ープレート(Capillary plate : CP)やマイクロチャネルプレート(Microchannel-plate : MCP)

がしばしば用いられてきている。CP や MCP とは図 １-１１に示すような高アスペク

ト比の微細孔を持つ板である。穴径は 10 m 程度で AR は低いもので 12，高いもの

で 167 の製品が市販されている[49]。材質は鉛ガラスであり絶縁性があるため，SiO2

ホールパターンなどとして用いられる。 

例えば，堀池らは CP を HAR のホール形状のマスクとして用いて，ホール底部に

堆積するポリマーの性質を XPS(X-ray photoelectron spectroscopy)や SEM(Scanning 
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electron microscope)を用いて調べた[50]。この時の CP のアスペクト比(Aspect ratio : AR)

は 40，DC 自己バイアスは-300 V であり，使用ガスは C4F8単体と，C4F8と 30%H2の

混合ガスを用いた。その結果，H2添加した場合カーボンポリマーの膜がマスク底部に

堆積することが確認されている。 

HAR ホールのチャージアップ挙動の評価にも多くの研究者が CP を用いている。電

極の挿入する箇所にエネルギー分析器付き質量分析計を設置して，イオンフラックス

の評価やエネルギー分布測定を行った事例もある[51]- [54]。栗原らは 13.56 MHz でフ

ルオロカーボン CCP を調べ，CP を通過するフルオロカーボンイオンの測定を行った。

市販の小さな HAR 孔を持つプレートと特製の CP をエネルギー分析器付き質量分析

計により試験した[51][52]。また，ASET(Association of  Super-advanced Electronics 

Technologies)のグループにおいても同様に CP とエネルギー分析器付き質量分析計を

組み合わせた試験を行った[53][54]。これらの結果から，HAR ホールを通過して検出

されるイオン電流はホールに入射しているイオン電流よりも小さくなり，またイオン

エネルギー分布(Ion energy distribution : IEDF)は低エネルギーが欠落することが解った。

図 １-１１ キャピラリープレート構造 
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また，この現象は導電性の CP では見られないことから，側壁のチャージアップが重

要であることが示唆されている。 

このような HAR ホールにおけるチャージアップを評価するためにも絶縁膜の高ア

スペクト比エッチングホールパターンとして帯電防止処理を施していない CP を用い

る。図 １-１２に示すように CP 下部に挿入した電極の電圧を測る事でホール底部に

おけるチャージアップの評価が行われてきた[55][56]。大竹らは，13.56 MHz パルス駆

動 ICP 中での特製 CP 底部の電圧変動を報告した[55]。この測定電圧をチャージアッ

プの指標として考えたとき，パルス化すると HAR ホール底部のチャージアップが抑

制できることが解った。 根岸らは，200 MHz の ECR プラズマ中での MCP 底部

(AR:<20)のチャージアップ電圧とフルオロカーボンの成膜特性を調べた[56]。チャー

ジアップ電圧は AR の増加と共に大きくなる傾向がみられた。また，ホール底部のフ

ッ素(F)と炭素(C)の比率は AR の増加と共に低下する傾向が得られ，HAR になるにつ

れてエッチングの進行が困難になることが示唆されている。 

図 １-１２ 高アスペクト比エッチングパターンのキャピラリープレートによる模擬 
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これらの研究は，実物大または実物の AR ホール底部におけるイオンの挙動とチャ

ージアップを示し，チャージアップに対する HAR ホール底部の性能に関する重要な

情報を提供した。しかし，これまで，HAR ホールの底部と上部の電荷密度の絶対値を

報告した研究はない。また，パルス駆動プラズマ中の HAR ホールの上部と下部の面

電荷密度の時間変化についても絶対値としての定量的な報告例がない。 

１.３ 本研究の目的 

前節までで述べたように，HAR エッチングにおけるホールパターン内部でのチャ

ージアップに起因したエッチング速度の低下や形状異常が多く報告されているが，そ

のチャージ量は CP で模擬したホールパターン底部における電圧として評価されてき

た。そのため，実際の面電荷がどの程度蓄積するか，またその蓄積と緩和の過程がど

のようになっているかは未だに解明されていない。 

そのため本研究では，HAR ホールを CP ホールで模擬し，パターン底部へのチャー

ジアップ機構を解析すると共に，実プロセスでレシピ検討に資するモデルを提供する

ことを目的とした。 

目的達成のために，次のようなアプローチをとる。実プロセスでも用いられている

40 MHz VHF のパルス駆動容量結合型プラズマ源を立ち上げ，CP 上部及び下部の面

電荷密度の絶対値を評価する。面電荷密度の評価には，シース,ステージ絶縁用のアル

ミナ板の静電容量が必要であり，これらは CP と RF 電極の上下の peak-to-peak 電圧

測定から実験的に評価する。実験で得られた静電容量を用いて，プラズマオン時とオ

フ時の電極電圧の平均値から面電荷密度の絶対値を等価回路と静電モデルから求め

る。本手法を用いて，アスペクト比を 12 から 100 まで変化させた CP 底面の電荷密

度の時間依存性についての評価も行う。 また，CP 底面電荷の充放電特性についても

検討する。 
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１.４ 本論文の構成 

本論文は全 6 章から構成される。本章では，半導体デバイス，特にメモリについて

の概要とその製造の大きな要因のプラズマ源の概要，そしてプロセスにおける課題に

ついて述べた。 

第２章では本研究のために立ち上げた二周波容量結合プラズマ源について述べる。

まず，装置設計のために行った有限要素法ベースのプラズマ生成シミュレーションに

ついて述べる。その結果を基に製作した本プラズマ装置で生成されたプラズマの基本

パラメータや特徴についての評価も述べる。 

第３章では本論文の要となる CP 近傍の面電荷密度の評価方法について述べる。CP

と電極を組み合わせた 3 タイプの設置方法における測定電圧を等価回路及び静電モ

デルに適応して評価を行う。 

第４章では，第３章で述べた面電荷密度評価手法を用いて，パルスプラズマのパル

スオン及びオフ切替え直前に注目し，CP の AR や VHF 電力，LF 電力などをパラメ

ータとして変化させた場合の CP 底部電荷密度の評価と考察について述べる。 

第５章では CP 底部で評価された電荷密度の時間変化に注目し，パルスオン時にお

けるチャージアップ電流やパルスオフ時におけるチャージ緩和機構について等価回

路を基に検討した結果を述べる。 

第６章は本論文の総括と今後の展望について述べる。 
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第２章 二周波プラズマ装置製作とプラズマ

特性評価 

２.１ はじめに 

本章では，エッチングプロセスに用いられる二周波重畳容量結合型プラズマ装置を

模して本研究のために製作したプラズマ源について述べる。まず装置製作にあたり，

生成されるプラズマの分布を予測するためにおこなった簡易なシミュレーションに

ついて述べる。次に実際に製作した装置の概要を示し，最後に装置特性としてプラズ

マ診断をおこなった結果について述べる。 

２.２ 装置設計の指針としてのプラズマシミュレーション 

プラズマ装置設計及び製作において，生成できるプラズマ特性をあらかじめ予測す

ることは重要である。例えば，円筒形の容量結合型プラズマ装置では，電極間のギャ

ップと各電極の側部にプラズマが生成される可能性があることは容易に推測できる。

本実験装置ではプロセスで用いられるプラズマ装置の縮小版を想定しているため，電

極間のギャップ内に放電を行うのが目標となる。同様に，電極側部への放電は，ギャ

ップでのプラズマ密度や RF 電極への自己バイアスに影響を与えかねないため，可能

な限り抑制したいと考える。そのため，汎用物理シミュレーションソフトウェア

COMSOL®を用いて装置形状をもとにしたプラズマ生成シミュレーションをおこない，

設計のためのプラズマ生成特性を簡易的に評価した。 

本プラズマシミュレーションは流体モデルをベースとした有限要素法 (Finite 
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Element Method : FEM)数値解析であり，粒子保存，運動量保存，エネルギー保存，電

荷保存などを考慮して反復計算をおこない，プラズマ密度や電子温度などの安定解を

求める。これらの基本方程式の詳細は付録 A で述べる。 

図 ２-１にシミュレーションモデルを示す。本シミュレーションは軸対称の二次元

円筒形モデルを採用しており，中心軸を赤の一点短鎖線で示す。本装置では，直径 260 

mm，高さ 150 mm の円筒空間に直径 114 mm の対向する二つの電極が 38 mm 隔てて

設置されている。メッシュ部分はプラズマ生成空間を想定しており，ここでは電子密

度，電子温度および電位分布などが算出される。中心軸付近上部の白い空間は接地電

極であり，電位が 0 となるよう境界条件を設定している。一方，対向の空間は RF 電

極を想定しており，ブロッキングキャパシタ想定した 1 mm 厚の絶縁体を介して，RF

振動が入力される。この RF 振動電圧は 40 MHz と 2 MHz の異なる周波数を重畳して

おり，peak-to-peak 電圧(VPP)はそれぞれ 300 V と 100 V とした。 
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本モデルを用いて，まず，RF 電極側部にシールドを設けることによる電子密度分

布への影響を評価した結果を図 ２-２に示す。本結果より，最大電子密度はおよそ

2x109 cm-3となっており，シールドなし(図 ２-２(a))ではプラズマはギャップの外側に

噴き出す分布となっている。一方，シールドを設けた図 ２-２(b)の場合，最大電子密

度はギャップ部に存在する。このことから，RF 電極側部は接地電位のシールドを設

けるべきであることがわかった。 

次に，各電極の側部の空間のサイズについて評価した結果を図 ２-２(c)に示す。電

子密度の最大値はいずれも 2x109 cm-3 程度であるが，電極の外側空間を 7.5 cm から

3.4 cm に狭くした図 ２-２(c)では，より電極間ギャップでのプラズマ密度がより均一

図 ２-１ 軸対称二次元容量結合プラズマシミュレーションモデル及び有限要素法

(Finite element method : FEM)メッシュ 
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になっている。このことから，側壁の空間部分はより狭くするとプラズマはギャップ

間で均一に生成できることが示された。 

２.３ 装置概要 

本節では，シミュレーションで得られた知見を元に実際に製作した二周波容量結合

プラズマ装置の概要について述べる。まず初めに，プラズマ生成部となる真空容器の

概要と真空システム及び電源系について述べる。次に，キャピラリープレートを RF

電極上部に設置する方法について述べる。最後に，キャピラリープレート近傍の電圧

を測定するのに重要となる高電圧プローブの周波数特性の較正について述べる。 

 装置構造 

本実験を行うため図 ２-３(a)に示す二周波重畳プラズマ源を立ち上げた。直径 16 

cm，高さ 18 cm の真空容器をターボ分子ポンプ（公称排気速度：200 l/s）で排気し，

図 ２-２ (a)RF 電極側部にシールドなし，(b)RF 電極側部にシールドあり，(c) RF 電極

側部にシールドありかつ側部の空間を狭くした条件による電子密度の空間分布。 
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底部と上部に電極間距離 3 cm の同径（11 cm）の接地電極(上部)と RF 電極(下部)をそ

れぞれ配置した。 

上部の接地電極にはガスマニホールドが設置されており，放電ガス（Ar，O2, C4F8）

をマスフローコントローラを介して流量 30 sccm で容器内に導入する。圧力は静電容

量マノメーターで測定し，ガス排気口のコンダクタンスバルブで制御した。 

電源電極には CW またはパルス変調された 40 MHz (VHF)及び 2 MHz (LF)の高周波

電源がそれぞれマッチングボックスを介して接続されている。印加電力はそれぞれ

VHF ピークパワーが最大 600W，LF はピークパワーが最大 200 W である。パルス変

調周波数は 1 kHz,パルスデューティー比は 50%としている。 

また，側壁にはいくつかポートが設けられており，フィードスルーやプローブや四

重極型質量分析器(Quadrupole mass analyzer : QMA)が取り付けられるようになってい

る。 
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図 ２-３ (a)二周波プラズマ装置概略図及び，(b)RF 電極上部ステージ詳細図 
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 キャピラリープレート設置方法 

HAR ホールのモデルとして CP を用い，CP の上部と下部の両方に電荷が蓄積する

様子を調べる。本測定に用いたCPの基本仕様をまとめたものを図 ２-４及び表 ２-１

に示す。Aspect Ratio(AR) = 12 – 50 の CP は同じ直径，有効径，厚さ，開口率を持つた

め，形状による CP の静電容量と抵抗値は同様と考える。一方 AR = 75 および 100 の

直径と有効径は AR = 12 – 50 のものと異なる。また AR = 75 と AR = 100 では厚さが

異なる。 

これらの CP を用いて，3 種類の CP セットアップを行った(図 ２-５)。各セットア

ップはそれぞれ，CP 上部に CP と同じ直径のステンレスで作られた金属電極を設置

した Type-1，CP 下部に金属電極を設置した Type-2 及び CP の上下に金属電極を設置

した Type-3 があり，いずれも電源電極上にアルミナ板(直径 11 cm，厚さ 0.5 mm)を取

り付けた上に設置されている。 

各セットアップにおいて VHF peak-to-peak 電圧（VPP）と VHF の発振成分を除去し

た平均電圧（VAVE）を測定する。CP の上部に現れる VPP と VAVE（自己バイアス電圧）

を相関させるために Type-1 セットアップを用いた。同様に，CP ホール底部に現れる

VPP と VAVE の評価には，Type-2 のセットアップを使用した。CP の静電容量評価のた

めに測定した CP の上部と下部の VPPの関係(第 3 章で詳述)は，金属電極を CP の上部

と下部の両方に設置した Type-3 セットアップを用いて評価した。 

金属電極の電圧は，真空封止と絶縁を施したフィードスルーを介して大気側にて高

電圧プローブ(High voltage probe : HVP)により測定した。RF 電極の電圧は，別の HVP

を使用して測定した。すべての HVP の周波数特性は，次に述べる方法にて真空フィ

ードスルーの浮遊容量を考慮して慎重に較正した。 
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アスペクト

比 

直径

[mm] 

有効径

[mm] 

厚さ

[mm] 

ホール径

[mm] 
開口率 

CP 静電容量

[pF] 

12 25 20 0.3 25 0.6 48 

30 25 20 0.3 10 0.6 48 

50 25 20 0.3 6 0.6 48 

75 33 27 0.75 10 0.6 44 

100 33 27 1 10 0.6 33 

 

表 ２-１ 本研究で使用したキャピラリープレート仕様一覧 

図 ２-４ 鉛ガラス製キャピラリープレート(CP)構造図 

図 ２-５ キャピラリープレート(CP)セットアップ，Type 1 : CP 上部にのみ測定電極設

置，Type 2 : CP 下部にのみ測定電極設置，Type 3 : CP 上下に測定電極設置。 
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 キャピラリープレート電圧測定用高電圧プローブの較正 

 CP 電圧の測定には，フィードスルーを含めたフラットな周波数特性が要求される。

今回使用する高電圧プローブはテクトロニクス製の P6015A であり，公称の周波数特

性は 75 MHz となっている。また入力抵抗と浮遊容量はそれぞれ 100 Mと 3 pF とな

っている[1][2]。しかし，本測定では，2.3.2 で述べたように，大気側と真空容器内は

フィードスルーで接続されているため，フィードスルーの対接地浮遊容量を考慮する

必要がある。そのため 1 kHz から 40 MHz までのフラットな周波数応答特性は，フ

ィードスルー先端にファンクションジェネレータ(WF1973 : エヌエフ回路設計ブロ

 

図 ２-６ ファンクションジェネレータによるフィードスルーを含めた高電圧プロー

ブの周波数特性の較正 

図 ２-７ 高周波電源周波数におけるフィードスルーを含めた高電圧プローブの振幅

の較正 
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ック)からの信号を入力してチューニングを行った。 

まず，1 kHz の 10 V0-Pパルス電圧信号を入力し低周波特性を得た波形を図 ２-６に

示す。CH2 はファンクションジェネレータから直接信号を入力して，参考電圧 VREFと

している。(a)は CH3 に接続された高電圧プローブ-フィードスルーに信号を入力した

場合であり，この時の CH3 における測定電圧を Va とする。(b)は CH4 に接続された

高電圧プローブ-フィードスルーに信号を入力した場合であり，この時の CH4 におけ

る測定電圧を Vb とする。チューニングにより良好な低周波数特性を得られたと言え

る。次に，2 MHz 及び 40.68 MHz の周波数特性を二つのフィードスルーセット間で差

異が無いようにチューニングした波形を図 ２-７に示す。また，本実験では，二つの

高電圧プローブ-フィードスルーのセットを用いて同時測定を行う。二つ以上の CP 電

極電圧を測定する場合，各高電圧プローブ及びフィードスルー，さらにはオシロスコ

ープの入力チャンネルは組み合わせ次第で周波数特性が変化することが考えられる

ため，較正時のこれらの組み合わせは変えないものとした。 

２.４ 装置の基本特性評価 

本節では製作した装置の基本的なプラズマパラメータや RF 電極電圧について評価

した結果について述べる。RF 電極に設置した高電圧プローブによる電圧測定はプロ

ーブに整合器が隣接することから，周波数特性に擾乱が加わることが考えられる。こ

の影響については実際の測定をもとに評価する。次に基本プラズマ診断として，ラン

グミュアプローブと表面波プローブによる測定について述べる。特に表面波プローブ

については，パルスプラズマにおける時間分解測定もおこない，C4F8 添加 Ar プラズ

マと純 Ar プラズマの減衰特性の違いについて触れる。 
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 高電圧プローブによる RF 電極電位測定 

図 ２-８に高電圧プローブ(P6015A : テクトロニクス)を用いて測定した RF 電極電

圧波形例を示す。なおこのときは RF 電極上には絶縁用のアルミナ板を設置していな

い。VHF 電力単周波(300 W)印加時は VPP がおよそ 600 V であることがわかり，最大

電位では約-100 V 程度となる。一方，LF 電力(100 W)重畳時は同程度の VHF 振幅に，

2.6 kV 程度の VPPを重ね合わせた波形となっている。 

それぞれ，LF と VHF をすべて含めた VAVE，最大値，最小値をそれぞれ VAVE, Vmax

及び Vmin としたとき，各電力の依存性は図 ２-９となる。VAVE 及び VPP は VHF 電力，

LF 電力それぞれの上昇に伴い，増加する傾向にあるが，特に LF 電力は VAVE及び VPP

に対して強い依存性があることがわかる。このことから，RF 電極上のバイアス電圧

は LF 電力によって制御できることが示された。 

VHF 電力依存性において，電位の最大値が 0 V を超えておらずプラズマの基本物

理現象と矛盾しているように見えるが，これは電極電圧を測定している場所が整合器

の出力端となるため，VHF 高周波において RF 電極位置における周波数特性異なるこ

図 ２-８ RF 電極おける高電圧プローブの測定電圧波形例 
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とが原因である。実際に，周波数特性の較正の際，LF の正弦波入力ではファンクシ

ョンジェネレータの出力電圧と測定電圧は一致するが，VHF の正弦波信号入力では

測定電圧はファンクションジェネレータの出力電圧の半分程度となることを確認し

ている。以降，RF 電極における VPPは，この減衰分を補正するために 2 倍した値を使

用する。 

 ラングミュアプローブ法 

プラズマパラメータ（プラズマ密度，電子温度，プラズマ電位）は，図 ２-１０に

示す。RF 補償型ラングミュアプローブ（先端径 0.3 mm，先端長 5 mm）を用いて測

定した。プローブは容器の側壁から挿入し，半径方向と軸方向の双方に対して放電領

域の中心になるように設置した。 

図 ２-９ RF 電極における最大電圧(Vmax)，最小電圧(Vmin)及び平均電圧(VAVE)の，(a)VHF

電力依存性及び(b)LF 電力依存性 
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ラングミュアプローブ測定では，しばしば RF 電力によるプラズマ電位振動がプラ

ズマとプローブ先端間のシース電圧の変動を引き起こし，結果を不正確にする。その

ためシース電圧振動を抑制することが正確な測定を行うために重要である[3]-[5]。こ

のシース電圧の変動を抑えるために，プローブ先端近傍に共振周波数 40 MHz 及び 2 

MHz の LC タンク回路を設置した。この LC タンク回路の周波数に対する透過特性を

ネットワークアナライザで測定した結果を図 ２-１１に示す。透過特性は 2 MHz 近

傍のナローピークと 44 MHz を中心としたワイドピークを持つ。2 MHz と 40.68 MHz

図 ２-１１ RF 補償ラングミュアプローブの周波数透過特性 

図 ２-１０ (a)RF 補償型ラングミュアプローブの構造及び，(b)実際のプローブの写真  
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の透過特性はそれぞれ-25.1 dB と-32.6 dB となった。さらに，プローブにコンデンサ

を介して接続した金属線を絶縁セラミック管に巻き，プローブ先端部のプラズマ電位

変動への追従性を向上させた。 

図 ２-１２プローブ測定における RF 補償フィルタの有無に対する V-I 特性の違い

例を示す。フィルタ回路がない場合，イオン飽和電流はおよそ妥当な測定ができてい

るが，電子飽和電流領域について，測定値が不安定になる現象がみられる。一方，フ

ィルタ回路を用いた測定結果はプローブ電圧が 20 V までなめらかな曲線を描くこと

図 ２-１３ RF 補償ラングミュアプローブによるプラズマ密度及び電子温度の VHF 及

び LF 電力依存性 

図 ２-１２ RF 補償及び非補償ラングミュアプローブによるプラズマ V-I 特性 
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がわかる。このことから，製作したフィルタ回路によるシース振動抑制はラングミュ

アプローブ測定において，良好な測定結果を得るのに有効であることが確認できた。 

図 ２-１３(a)に Ar 圧力 4.0 Pa におけるプラズマ密度(n),電子温度(Te)の連続波(CW)

における VHF 電力依存性を示す。プラズマ密度は VHF 出力とともに単調に増加し，

300 W の VHF 印加電力では n ~ 2×1011 cm-3であった。電子温度は VHF 出力に対して

ほぼ一定(Te ~ 3.0 eV)であった。 

図 ２-１３(b)は(a)と同様に圧力 4.0 Pa におけるプラズマ密度(n),電子温度(Te)の CW

における LF 電力依存性を示す。このとき VHF 電力は 300 W としている。LF 電力の

増加に伴い n は僅かに増加し，およそ n ~ 1×1011 cm-3であった。Te はほぼ一定(Te ~ 3.0 

eV)である。 

図 ２-１４に Ar 圧力 4.0 Pa におけるプラズマ電位(VP)及び浮遊電位(Vf)の(a)VHF 電

力依存性及び(b)LF 電力依存性を示す。VP 及び Vf は VHF 電力及び LF 電力に対して

ほぼ一定(VP ~ 21 V, Vf ~ 11 V)であった。 

図 ２-１５に VHF 電力 300 W，LF 電力 0 W の CW プラズマにおける(a)プラズマ密

度，(b)電子温度及び(c)プラズマ電位の Ar ガス圧力依存性を示す。プラズマ密度は圧

力に対して単調増加し，~7 Pa で 2.3x1011 cm-3 に達する。電子温度は圧力の増加と共

図 ２-１４ RF 補償ラングミュアプローブによる浮遊電位およびプラズマ電位評価 
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に減少していく傾向となり，~1 Pa では~4 eV，~7 Pa で~2 eV となる。グローバルモデ

ルにおける粒子のエネルギーを考えると，同様のプラズマサイズにおいて電子温度は

ガス密度の増加と共に減少する傾向となる[6]ため，本結果は妥当であると考えられ

る。プラズマ電位も Te と同様に圧力の増加と共に減少していく傾向となり，2 Pa に

おいて~30 V となる。 

一方，プラズマ密度，電子温度，プラズマ電位の径方向分布を図 ２-１６に示す。

プラズマ密度は LF 電力印加によって減少する傾向にあるが，中心からの減衰は LF

電力の有無にかかわらず同様の傾向を示す。また，RF 端部でのプラズマ密度は中心

図 ２-１６ RF 補償ラングミュアプローブによるプラズマ密度，電子温度，プラズマ

電位の径方向分布測定(VHF 電力 300 W，4 Pa) 

図 ２-１５ RF 補償ラングミュアプローブによるプラズマ密度，電子温度，プラズマ電

位のガス圧力依存性(VHF 電力 300 W，LF 0W) 
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の約 80%程度であり，およそ均一であることがわかる。また電子温度とプラズマ電位

は VHF 単周波の場合のみ記載しているが，ともに径方向に対して RF 電極上でほぼ

均一(Te ~ 2.7 eV, VP ~ 21 V)であることがわかった。 

 表面波プローブ法 

ラングミュアプローブとは異なる電子密度の評価手法として表面波プローブがあ

る。これは，真空封止を施した誘電体内部にアンテナを挿入し，マイクロ波を誘電体

表面に励起することで，表面共振周波数から電子密度を逆算する手法である(図 ２-１

７) [7]。 表面共振周波数𝜔 は電子プラズマ周波数𝜔 と誘電体の比誘電率𝜀 を用い

て次の式で表される。 

 
𝜔

𝜔
=

1

1 + 𝜀
 (2.1)  

また，電子プラズマ周波数𝜔 は以下の式で表される。 

 𝜔 =
𝑒 𝑛

𝜀 𝑚
∝ 𝑛  (2.2) 

実用的には，プラズマ角周波数の定数をまとめて以下の式で電子密度𝑛 を評価でき

る。 

 𝑛 ~0.0124𝑓 (1 + 𝜀 ) [m ] (2.3) 

表面波プローブの特徴としてラングミュアプローブのような，プラズマから電極に

より直接電流を測定する必要がないため，絶縁物質等の堆積による擾乱を引き起こし

にくいことが挙げられる。 
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表面波プローブによる電子密度測定においては，励起するマイクロ波と反射したマ

イクロ波の違い(プラズマによる励起マイクロ波のエネルギー吸収)をもとに電子密度

を評価することから，測定においてはネットワークアナライザが主に用いられる。ネ

ットワークアナライザは，マイクロ波発信器と方向性結合器，マイクロ波受信器がセ

ットになった測定器であり，反射波強度測定や透過特性評価，位相評価をマイクロ波

の周波数を掃引させて評価できる。 

本研究における表面波プローブを用いた電子密度評価においては，電子密度の時間

分解測定も視野に入れ，ネットワークアナライザと同等の機能を持ち，かつ時間分解

ができる測定系を構築した(図 ２-１８)。この測定系は，時間分解能が 1 s 程度のゼ

ロスパンモード (周波数を固定したモード )が扱えるスペクトラムアナライザ

(RSA3030-TG : RIGOL)を軸に，発振器となるトラッキングジェネレータと方向性結合

器として働く RF ブリッジ (86205A : Agilent Technology)を組み合わせている。スペク

トラムアナライザのゼロスパンモードは，発振周波数を掃引せず固定するものであり，

図 ２-１７ 表面波プローブの構造図[7] 
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吸収スペクトルを時系列として評価することができる。図 ２-１９に示すように，周

波数を変化させながら共振点を評価することで，時間と周波数に対する吸収強度の二

次元マッピングを作り，ここから，ある時刻における共振周波数を評価することがで

きる。 

図 ２-２０に CW における純 Ar 及び C4F8 添加プラズマの電子密度の VHF 電力依

存性を示す。ガス圧力は 2 Pa としており，C4F8 添加プラズマでは C4F8 を 27%, O2 を

13%それぞれ混合した Ar ガスを用いている。純 Ar，C4F8 添加プラズマ共に VHF 電

力に対して単調増加する傾向をもち，C4F8 添加プラズマは純 Ar プラズマより，電子

密度が低い傾向にある。純 Ar プラズマは 300W で，約 1011 cm-3 程度の電子密度であ

ることから，ラングミュアプローブの結果(図 ２-１３参照)とオーダーで一致する。 

次に Ar および Ar/C4F8/O2 パルスプラズマ(圧力 2 Pa，C4F8/O2 混合比 27%/13%，ピ

図 ２-１８ 表面波プローブ測定システム 
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ーク電力 200 W，パルス周波数 1 kHz，パルスデューティー比 50% )における電子密

度の時間変化評価の結果を図 ２-２１に示す。ここで横軸はパルス OFF 開始を t = 0

としている。純Arプラズマにおいて電子密度は二段階の減衰がみられる。一方C4F8/O2

添加 Ar プラズマでは単調に減衰する。 

純 Ar プラズマについて，電子密度を VHF 電力 OFF 直後の値で規格化し，片対数

プロットしたものを図 ２-２２に示す。VHF 電力 OFF 直後の早い減衰時定数は約 26 

s である。一方その後の緩やかな減衰について，指数関数フィッティングをすると

132 s の時定数が得られる。両者の減衰時定数の違いは，電子温度の減衰による両極

性拡散係数の変化であると考えられる[8]。 両極性拡散係数(Da)及び拡散時定数(は

次の式で求めることができる。 

  

図 ２-１９ スペクトラムアナライザのゼロスパンモードによる電子密度時間分解測

定の例 
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図 ２-２０ CW 放電における表面波プローブを用いた電子密度の VHF 電力依存性 

図 ２-２１ 電子密度時間分解測定結果(VHF 電力 200 W) 
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 𝜏 =
𝐿

𝐷
 (2.4) 

 𝐷 ≈ 𝜇
𝑘 𝑇

𝑒
      (𝑇 ≫ 𝑇 ) (2.5) 

 𝜇 =
𝑒

𝑚 𝜈
 (2.6) 

L はプラズマの代表的な大きさを表すが，ここでは電極間距離と仮定する。また，

中性粒子温度 Tn及びイオン温度 Tiはそれぞれ 0.060 eV と仮定する。VHF 電力 OFF 直

後は電子温度が高いと仮定して Te = 2.5 eV とすると時定数は 6 s 程度になり，実験

の早い時定数と矛盾するが，これはこの時間スケール内において電子温度が急激に減

衰することに起因すると考えられる。例えば，電子のエネルギー緩和時間内(~10 s)

で時間平均した電子温度を Te = 0.60 eV とすると時定数は約 25s となりおよその一
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図 ２-２２ Ar プラズマにおける規格化電子密度の減衰時定数評価(VHF 電力 200 W) 



43 

 

致が見られる。一方，緩やかな減衰(t > 50s)は電子温度が十分に減衰し，中性粒子及

びイオン温度と同程度と考え，Te = 0.060 eV とすると時定数は 140 s となり，これも

およそ実験と一致する。以上のことから，この電子密度の減衰は両極性拡散でおよそ

説明できることがわかった。 

一方，C4F8添加プラズマの減衰を VHF 電力 OFF 直後の電子密度で規格化し，片対

数プロットしたものを図 ２-２３に示す。先に述べたように，この減衰は単純な指数

関数となる。この減衰を指数関数でフィッティングすると，時定数は約1.9 sとなり，

純 Ar プラズマと比較すると極めて短い時定数であることがわかる。これは，電気負

性ガスである C4F8に関わる粒子種(F 原子，CFx ラジカル等)への電子付着により負イ

0.1

1

0 1 2 3 4 5

E
le

ct
ro

n
 d

e
n

si
ty

 [
a.

u
.]

Time[s]

Ar/C
4
F

8
/O

2

1.9 us

図 ２-２３ C4F8プラズマにおける規格化電子密度の減衰時定数評価(VHF 電力 200 W)
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オンを形成するためと考えられる。この電子付着反応を簡易的に反応速度定数(kat)と

各粒子密度(ne, nCxFy
)から次の式で評価する。 

 
d𝑛

dt
= −𝑘 𝑛 𝑛  (2.7) 

この式における時定数は 

 𝜏 =
1

𝑘 𝑛
 (2.8) 

となる。例として，C4F8 + e- → C4F8
- の反応に注目して Choristophorou らの推奨す

る電子付着係数を用いて Te = 0.060 eV， kat = 2.08×10-8
 cm3/s とする[9]。C4F8の数密

度 nC4F8
はガス圧力と流量比(27%)を用いておよそ 5×1013 cm-3 と算出でき，この時の

時定数は 0.86 s となり，実測値と近い値を示した。一方，両極性拡散に起因する電

子密度減衰の時定数は電子温度，ガス温度，イオン温度すべてを 0.060 eV とし，Ar，

O2，C4F8の質量数を簡単のためすべて 0.040 kg/mol と仮定すると電子と正イオンによ

る両極性拡散による減衰時定数は約 140 s となり電子付着による減衰が圧倒的に早

いことがわかる。以上のことから，C4F8添加プラズマで電子密度減衰時定数が短くな

る原因は電子付着によるものが大きいと考えられる。 

最後に，各電子密度の時系列解析において，圧力を 0.7 Pa へと変化させた条件によ

る結果を図 ２-２５に示す。純 Ar プラズマでは圧力 0.7 Pa では減衰時定数が約 35 s

と減少している。これは，ガス圧力 0.7 Pa における両極性拡散の減衰時定数を計算す

ると 47 s となりおおよそ一致するため，圧力の低下に伴い衝突周波数が低下したこ

とによるものといえる。一方，C4F8添加プラズマでは，図 ２-２４に示すように減衰

時定数が約 3.0 s と遅くなっているが，これは C4F8 の密度が低下し電子付着レート

が低下したためと考えられる。例えば，ガス圧力が 0.7 Pa の場合，C4F8の数密度 nC4F8

はガス圧力と流量比(27%)を用いておよそ 2×1013 cm-3となり，この時の電子密度の減

衰時定数は 2.4 s 程度と算出でき実験値と大よそ一致する。以上より，電子密度は Ar
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プラズマでは両極性拡散で減衰し，C4F8プラズマでは電気負性ガスへの電子付着によ

り減衰することがわかる。 
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図 ２-２５ Ar プラズマにおける規格化電子密度減衰の圧力依存性(VHF 電力 200 W) 
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 キャピラリープレート抵抗の測定 

本研究において CP の抵抗値は最も重要なパラメータの一つである。ここでは，CP

抵抗値の簡易的測定について述べる。本測定では，図 ２-２６(a)に示すように CP と

同径のステンレス電極で CP(AR = 50, 直径 25 mm, 厚さ 0.3 mm)を挟み込み，その電

極にディジタル絶縁抵抗計(IR4053 : HIOKI)を取り付けて測定をおこなった。印加電

圧 1 kV である。また，SUS 電極の片側には絶縁用のセラミック管を介して熱電対が

取り付けられており，CP の温度を簡易的に測定できる構造となっている。 

図 ２-２６(a)に示す測定系を用いて，ドライヤーで加熱しながら CP 抵抗を測定し

た結果をアレニウスプロットとして図 ２-２６(b)に示す。CP の抵抗値は温度の逆数

に対し指数関数的に増加しているのがわかる。本測定では温度の範囲が狭いが，CP の

伝導電流が誘電体におけるホッピング電流[10][11]であると考えられることから，こ

の結果を外挿することができる。外挿値から，例えば 74 ℃(347 K)における CP 抵抗

は 300 M程度となる。これは電圧測定に用いる高電圧プローブの入力抵抗(100 M)

に匹敵する。 
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図 ２-２６ (a)絶縁抵抗計による CP 抵抗温度依存性測定系及び(b)測定結果 
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２.５ まとめ 

本章では，本研究のために立ち上げたエッチングプロセスで使用される装置を模し

たパルス制御可能な二周波重畳容量結合プラズマ源の概要とその装置で生成された

プラズマの基本特性について述べた。まず設計指針を得るため簡易的な有限要素法に

基づいたプラズマ生成シミュレーションを行った。シミュレーションの結果，容量結

合型プラズマ源において，電力を印加する RF 電極の側面に RF シールドを設置し，

電極と側壁の間の空間を抑制することがプラズマの閉じ込めに有効であることが解

った。この設計指針に基づいて製作された装置は直径 11 cm，電極間距離が 3 cm の狭

ギャップ容量結合型プラズマ源である。このプラズマ源は実プロセスで用いられるプ

ラズマ源を摸しており，超高周波(40 MHz)電力と低周波(2 MHz)電力を重畳できる仕

様となっている。本装置で生成されるプラズマの基本特性として RF 電極の電圧，プ

ラズマ密度，電子温度及びプラズマ電位を評価した。RF 電極の電圧は高電圧プロー

ブを用いて測定した。プラズマ密度，電子温度及びプラズマ電位はラングミュアプロ

ーブ法で評価した。また表面波プローブを用いて，パルスプラズマにおけるプラズマ

密度の減衰特性を評価した。本装置において Ar ガスを用いて生成したプラズマでは

〜1011 cm-3の高密度プラズマが得られることを示した。 
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第３章 キャピラリープレート近傍の電荷密度

評価法の確立 

３.１ はじめに 

これまで高アスペクト比ホール底部の電荷蓄積の調査を目的としと先行研究の多

くは，ホールの模擬としてキャピラリープレート(CP)を用い，CP 底部の測定電圧を

チャージアップの指標としてきた。だが，CP 底部の電圧は CP 底部に蓄積された電荷

だけでなく，CP 上部やバイアスステージ(RF 電極)の電圧にも依存し，必ずしも CP 底

部の面電荷密度を表すこととならない[1][2]。 第 3 章では本論文で最も重要となる CP

底部の面電荷密度の絶対値評価法について述べる。まず，CP 上部および底部の高周

波電圧振幅の測定について述べ，CP 近傍高周波電位の分布を等価回路モデルを用い

て表すことを試みる。そして，等価回路モデルをもとに CP 上部，底部および RF 電

極表面に形成する面電荷密度の絶対評価法について述べる。なお，本章で使用する CP

は代表的に AR = 50 のものを使用した。 

３.２ 高電圧プローブによる電圧波形測定 

本研究では等価回路モデルをもととした CP 底部の面電荷密度絶対評価を行うが，

そのためには等価回路の各素子のパラメータ評価が必要となる。そこでまず，高電圧

プローブ(P6105 : テクトロニクス)を用いて CP 上部および CP 底部の電圧測定をおこ

なった。測定系は第２章の図 ２-３及び図 ２-５の通りである。図 ３-１は，VHF パ

ルス放電時において測定した電圧波形例であり，図 ３-１(a)と(b)はそれぞれ第２章図 
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２-５で示した Type-1 と Type-2 の CP セットアップにて測定した CP の上部および

下部の電圧波形である。なお，CP のホール径および厚さはそれぞれ 0.3mm，6m，ア

スペクト比は 50 であり，VHF 電力，Ar 圧力，パルス変調周波数，デューティー比は

それぞれ 400 W，2 Pa，1 kHz，50%である。本章でこの後に述べる等価回路モデルの

構築および面電荷密度評価においては，図 ３-１に例示した電圧波形をもとに RF 

peak-to-peak 電圧（VPP）および RF 振動成分を除いた平均電圧（VAVE）が必要となる。

本研究においては，これらの電圧測定はオシロスコープのピーク検出機能[3]を用いて

おり，VPP はサンプリング周波数 500 MHz で測定した電圧波形の最大および最小ピ

ーク電圧差より，VAVEは同じくピーク検出機能を用いて得られた最大および最小電圧

の連続する４点のデータの平均値から求めた。例えば，CP 上部電極電圧波形図 ３-１

(a)に着目すると，上記手法をもとに得られたプラズマオン時（t = 0~0.5 ms）の CP 上

部電極 VPPは 420 V，VAVEは～190 V となる。 一方，プラズマオフ時（t = 0.5 ~ 1.0 ms）

においては，VPP， VAVE ともに 0 V となる。これに対し，CP 下部電極図 ３-１(b)の

プラズマオン時の VPP は～450  V であり，上部電極よりもわずかに高い値である。

また，プラズマオン時の CP 下部電極 VAVEは〜30 V であり，上部電極の VAVEに対し

て正の電位差を持つ。さらに，プラズマオフ時において CP 下部電極 VAVEは〜150 V

であり，プラズマオン時と同様に上部 CP 電極の VAVEに対してやはり高い正電位差を

持つことがわかる。このように下部電極は，プラズマオン及びプラズマオフ時を通し，

常に CP 上部電極に対して正の電位差を保っており，このことは Ar イオンの入射に

より CP の底部が正に帯電していることを示唆している。 
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図 ３-１ VHF 電力 400 W における(a)Type-1 セットアップの CP 上部電極の電圧波形

及び(b)Type-2 セットアップの CP 下部電極の測定電圧波形 
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また，プラズマオフ時における CP 下部平均電圧(VAVE
BTM)の時間変化に着目すると，

CP 下部 VAVE
BTM は時間とともにわずかに減衰する傾向がみられる。第２章で述べたよ

うに，表面波プローブを用いた電子密度の時間分解測定から，Ar 放電における VHF

電源オフ後の電子密度の減衰定数は約 150 s であり，CP 底部 VAVEの緩やかな減少の

時定数よりも短い。このことから，プラズマオフ期間中の CP 底部 VAVEのゆるやかな

減衰は，アフターグロープラズマからの電子の寄与のみでは説明できないことが示唆

される。一方，プラズマをオンにした直後の CP 底部 VAVE の時間変化に着目すると，

プラズマオン後に CP 底部 VAVEは 50 s 程度で増加した後に飽和している。このわず

かな電圧増加は，プラズマオフ期間中に緩和された電荷を補うために下部電極を再充

電することによって引き起こされたものと推察される。 

次に，CP 上部および下部電極の VPP および VAVE をプラズマオン時およびオフ時の

それぞれにおいて VHF 電力依存性として測定した。ここで CP 上部と底部の電圧は，

それぞれ Type-1 と Type-2 のセットアップを用いて測定し，放電ガスは Ar，圧力は 2 

Pa，デューティー比は 50%である。また，CP 上部電極及び下部電極の VPPをそれぞれ

VPP
TOP 及び VPP

BTM，CP 上部電極及び下部電極の VAVE をそれぞれ VAVE
TOP 及び VAVE

BTM

と表記する。 プラズマオン時およびオフ時における全ての電圧は，それぞれ VHF パ

ルスのオンおよびオフ時の最後の 1 s の平均値より求める。図 ３-２(a)及び(b)に VPP

およびの VAVE の VHF 電力依存性の測定結果を示す。VPP
TOP と VPP

BTM は電力の増加と

ともに単調に増加する。VAVE
TOPは，プラズマがオンの時には VHF 電力の増加に伴っ

て単調に減少し(自己バイアス電圧の発生)，プラズマオフの時にはほぼ 0 V となる。

これに対し，VAVE
BTM はプラズマオン時には 0〜30 V で大きく変化しない一方で，プ

ラズマオフ時は VHF 電力とともに増加し，VHF 電力 400 W において〜160 V まで上

昇している。 
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図 ３-２ (a) Type-1 セットアップの上部電極(VPP
TOP)と Type-2 セットアップの下部電

極(VPP
BTM)の peak-to-peak 電圧の VHF 電力依存性及び (b) Type-1 セットアップの上部

電極(VAVE
TOP)と Type-2 セットアップの下部電極(VAVE

BTM)の平均電圧の VHF 電力依存

性。塗りつぶしプロットと白抜きプロットは，それぞれプラズマのオン状態とオフ状態

を示している。 
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図 ３-２からも示されている通り，CP 底部は CP 上部に対して常に正電位となって

おり CP 底部は正に帯電する傾向があることが示唆される。これは CP 底部に到達す

るイオンと電子のフラックスの違いにより説明できる。プラズマオン時において，正

イオンはシースによって加速され CP ホールを通過して下部電極に注入される。また，

CP 上部および下部ともに VHF 電圧によって振動しており，質量の軽い電子はこの電

圧振動に追随し，CP 上部電圧が瞬時最大になる際に電子はホール内から CP 底部に

入射する。しかし，電子は熱運動による数 eV の等方的なエネルギー分布を持つため，

入射した電子は広い角度分布を持ち，CP 底部に到達する電子は少なくなり，CP 底部

に到達する正負の荷電粒子フラックスの差が生じる。したがって，プラズマオン時に

おいて，CP 底部に流れる正味電流は正電流となり CP 底部に正電荷蓄積が起こるこ

とで CP 底部電圧が上昇する。しかし，CP 底部電圧がプラズマ電位に近づくと，イオ

ンは CP 上部と底部の電圧差によって減速され CP 底部へのイオン電流が抑制される

一方，VHF 瞬時最大電圧時に CP 底部に流れ込む電子電流は増加し，正味の正電流は

減少し０に近づいていく。以上のように，プラズマオン状態で VAVE
BTM がプラズマ電

位に近くなるという結果は，イオンの運動エネルギーがホール内の正負電流のバラン

スをとる上で重要な役割を果たしていることを示している。 

これらの議論より，CP 底部 VAVE 電圧は CP 底部への正電荷蓄積を示す重要な指標

であることはわかる。しかしながら，CP 底部 VAVEは蓄積電荷だけでなく，CP 上部お

よび RF 電極の VAVEの影響も受けることから，CP 底部 VAVE電圧測定は必ずしも蓄積

電荷量に対応するわけではない。本研究では CP 上部と底部の絶対面電荷密度評価の

ために等価回路モデルを採用する。次節ではこのモデルと等価回路に用いる回路素子

パラメータの評価法について述べる 
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３.３ 等価回路モデル構築及び回路パラメータ評価 

本節では等価回路モデルをもとにした CP 面電荷密度評価を述べる。モデルの構築

にあたっては，CP やアルミナ板のもつ静電容量，シース静電容量などが重要となる。

しかし，その他にも３．２節で示した真空フィードスルーを介して接続した高電圧プ

ローブ（HVP）による電圧測定結果においては，VHF 周波数帯でのわずかな浮遊容量

が測定値に影響を与える可能性があるため，データの解析にはフィードスルーや HVP

が持つインピーダンスに対する注意が必要となる。例えば，Type-1 セットアップ と 

Type-2 セットアップでの CP 上部 peak-to-peak 電圧 VPP
TOP を考えると，Type-2 セット

アップにおいて CP 上部に電極と HVP がないため，Type-1 セットアップによる電圧

測定結果は，必ずしも Type-2 セットアップの CP 上部電圧を示しているとはいえな

い。また， VAVE 測定においても，CP の上部に発生する VPP によって CP 上部の VAVE

が決定されるため，同様の問題が発生する。 

この問題を解決し HVP と電極が接続されていない場合の CP 上部電圧 VPP， VAVE 

を求めるために，本研究では等価回路モデルを適用し，CP 上部電圧の推定をおこな

った。図 ３-３に，本研究において検討した等価回路モデルを示す。ここで，CALMは

RF 電極と CP 下部電極間のアルミナ板の静電容量，CCP は CP の上部電極と下部電極

間のホール空間を考慮した CP の実効静電容量，CFTは CP の上部電極と下部電極に接

続され大気側に引き出された 2 本のワイヤの真空フィードする部における浮遊容量，

CS はプラズマと上部電極間の実効シース静電容量であり，シース厚さはプラズマ密

度，印加電圧などにより決定されるため，CSは VHF 電力の関数となる。さらに，CA, 

CB 及び RA, RB は，CP 上部および下部電極電圧測定に使用した 2 つの同一モデルの

HVP の入力静電容量(3 pF)及び入力抵抗(100 M)である。本研究では，40 MHz およ
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び 2 MHz の周波数に対して CA と CB のインピーダンスは RA と RB のインピーダンス

よりもかなり小さく，モデルにおいて入力抵抗は無視できると考えられる。なお，図 

３-３に示す等価回路は Type-3 セットアップにおける等価回路を示しており，回路図

中のジャンパー線の有無により，Probe B を開放することにより Type-1 セットアップ

を，Probe A を開放することにより Type-2 セットアップを表す。また CP 上下部間の

抵抗は 40 MHz 高周波振動に対しては CP 上下間容量性リアクタンスよりもはるかに

大きいため，本章のモデルでは無視している。 ただし，実際の CP には２.４.４で述

べた通り，50℃程度の CP 温度で 1000 M程度の抵抗となるため，kHz 領域の低周波

図 ３-３ 高電圧プローブや真空フィードスルーを含むプラズマ，CP，電源電極の等価

回路モデル 
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数において無視できないリーク電流が生じることが考えられる。さらにはフルオロカ

ーボンプラズマでは，ホール側壁にフルオロカーボン膜が堆積してリーク電流経路と

して作用する。これらのことから厳密には CP 上下間のリーク抵抗を考慮する必要が

あるが，これについては第５章で議論する。 

本等価回路モデルにおいては，静電容量 CFTおよび CALMを LCR メータ(LCR40m : 

Peak Electronics Design)により測定しており，これらの値はそれぞれ 5.8 pF および 22 

pF であった。次に，等価回路モデルに基づき，VHF 放電中の VPP測定から容量 CCPと

CSを評価した。図 ３-４(a)は厚さ 0.3 mm，ホール径 6 m，アスペクト比 50 の CP を

用い Type-3 セットアップにて CP 上部，CP 下部および RF 電極の VPPを測定した際の

VHF 電力依存性の結果である。すべての位置において VPP は VHF 電力の増加に伴っ

て単調に増加しており，VPP
ELEC は VPP

BTM や VPP
TOP のほぼ 2 倍の値である。 また，

VPP
TOP は VPP

BTM よりもわずかに小さい値を示している（c.f.図 ３-２）。これは，等価

回路モデルで示す CFT の浮遊容量の影響もあるものの，CP 静電容量(CCP)のインピー

ダンスがアルミナ板静電容量(CALM)やシース静電容量(CS)によるインピーダンスより

も小さかったことを示唆している。次にこれらの測定結果から RF 電極に対する CP

底部の VPP 電圧比 （RBE =VPP
BTM/ VPP

ELEC），および CP 底部に対する CP 上部の VPP 電

圧比（RTB =VPP
TOP/VPP

BTM ）を図 ３-４(b)に示す。RBE および RTB はそれぞれ ~0.58，

~0.87 であり VHF 電力に対する依存性が弱いことから，等価回路モデルにおける実

効シース容量 CSおよび CP 静電容量 CCPの変化は小さいと考えられる。 次に図 ３-４

(b)の結果から，CCP と CS を推定した結果を図 ３-４(c)に示す。CCP は 48 pF でほぼ

一定であったが，CS は VHF の電力に応じて 2  pF 程度までわずかに増加する。 CS 

の増加は，VHF 電力の増加に伴いシース厚が減少したことで説明できる。シース電

圧が電子温度より非常に大きい場合 Child-Langmuir モデルを適用することができ，そ

の際にはシース厚はイオンフラックスとシース電圧から近似的に求められる。測定し
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た電圧とプラズマ密度から評価したイオンフラックスをもとに，VPP
TOPが 900 V での

シース厚さを求めると 1.4 mm となり，これから求めた実効シース容量は〜2 pF であ

り，等価回路モデルで得られた結果とおよそ一致した。 

図 ３-４  (a) Type-3 セットアップを使用した上部電極(VPP
TOP)，下部電極(VPP

BTM)，お

よ び 電 源 電 極 (VPP
ELEC) の peak-to-peak 電 圧 の VHF 電 力 依 存 性 。 (b) VPP 比

RBE(=VPP
BTM/VPP

ELEC)と RTB(=VPP
TOP/VPP

BTM)の VHF 電力依存性。 (c)等価回路モデルを用い

て電圧比 RBEと RTB から評価したシース容量と CP 容量 
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３.４ キャピラリープレート上部の平均電圧推定 

ホール底部の蓄積電荷を測定する際には CP 上部に電極を配置するとホール内にイ

オンを入れることができない。したがって Type-2 セットアップを用いることになる

が，HVP は当然 CP 上部に接続されていないため CP 上部電圧を直接測定することが

できない。そこで等価回路モデルを用い，CA と CFT を除去した後の等価回路パラメ

ータから VPP
TOP を推定する以外に方法はない。ここで，等価回路モデルから推定さ

れる VPP
TOP を VPP

TOP_EST と表記する。この VPP
TOP_EST と VPP

BTM の比を RTB
EST とすると，

RTB
ESTは CCPおよび CSを用いて次の式で表すことができる。 

 𝑅 =
𝑉 _

𝑉
=

𝐶

𝐶 + 𝐶
 (3.1) 

と表すことができ，これより測定された VPP
BTM から VPP

TOP_EST を求めることができる

[1][2]。RF 電極 peak-to-peak 電圧に対して RTB
EST を求めた結果を図 ３-５に示す。比較
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図 ３-５ Type-3 における CP 上部-下部間の VPP 比(RTB)(再掲)及び等価回路から推定し

た Type-2 における CP 上部-下部間の VPP比(RTB
EST) 
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のために図 ３-４(b)で示した RTB も VPP
ELEC に対して示した。この図より RTB

EST は RTB 

よりも大きく，VHF の peak-to-peak 電圧測定においては接続する HVP 等の測定結果

に与える影響が大きく，VPP
TOP 測定において浮遊容量を正しく評価することの重要性

を示している。測定した VPP
BTM と RTB

ESTから，Type-2 セットアップの VPP
TOP_ESTを評価

した結果を図 ３-６に示す。これより評価した Type-2 セットアップにおける VPP
TOP_EST

は Type-1 セットアップで測定した VPP
TOP よりもわずかに高い値となることがわかっ

た。 

次に， CP 上部に HVP を接続していない Type-2 セットアップにおける CP 上部平

均電圧（VAVE
TOP_EST）をVPP

TOP_ESTから推定する。この推定にあたってはあらかじめType-

1 セットアップにて CP 上部の VPP に対する VAVE の関係を実験的に求め，これをもと
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図 ３-６ Type-1 セットアップにおける上部電極の peak-to-peak 電圧 VPP
TOP (再掲)，

Type-2 セットアップにおける下部電極の peak-to-peak 電圧(VPP
BTM) (再掲)及び上部の推

定の peak-to-peak 電圧(VPP
TOP_EST)の VHF 電力依存性 
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に VPP
TOP_EST から VAVE

TOP_EST を求める。図 ３-７に Type-1 セットアップで測定した

VPP
TOPに対する VAVE

TOPの関係を示す。RF 自己バイアス電圧の発生により，VAVE
TOPは

VPP
TOP に対してほぼ線形的に減少している[4][5]。 Type-2 セットアップの VAVE

TOP_EST

もこの関係に従うことから，Vpp
TOP_EST から推定した VAVE

TOP_EST の VHF 電力依存性を

図 ３-９に青プロットで示す。なお図中の他の結果は図 ３-２と同じものである。結

果として今回の評価によって得られた VAVE
TOP_EST は Type-1 の VAVE

TOPと大きな違いは

見られなかったが，一般的な測定系においては必ずしも VAVE
TOP_EST と VAVE

TOP の差が

小さいとは限らないため，本手法で正確な値を得ることは重要であると考えられる。 

図 ３-７ Type-1 セットアップにおける peak-to-peak 電圧 VPP
TOP と平均電圧 VAVE

TOP の

相関 
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図 ３-８ Type-1 セットアップの上部電極の平均電圧 VAVE
TOP(赤プロット:再掲)，Type-2 

セットアップの下部電極の平均電圧 VAVE
BTM(緑プロット:再掲)，およびプラズマ ON 時

の推定上部平均電圧 VAVE
TOP_EST(青プロット)，の VHF 電力依存性。 塗りつぶしプロッ

トと白抜きプロットは，それぞれプラズマのオン状態とオフ状態を示している。 
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３.５ 静電モデルによる電荷密度評価法の提案及び評価例 

上記の等価回路モデルから導出された VAVEと静電容量から，CP 各部の面電荷密度

を求める。図 ３-９は面電荷密度評価において用いたモデルである。これはプラズマ

－シース－CP－アルミナ板－RF 電極に至る領域において，各部の面電荷密度および

電束密度，静電容量を模式的に表したものである。図 ３-９(a)に示すように，シース

端，CP 上部，CP 下部および RF 電極各部の面電荷密度をP, T, B, Eと定義する。

なお，シース領域においては正電荷がシース空間内に広がって分布しているが，この

モデルにおいては，電荷はプラズマ-シース境界に配置された面電荷密度とした。一般

に面電荷が存在する場合，面法線方向には電束密度 D = /2 が誘起される[6]-[8]。し

たがって，シース端，CP 上部，CP 下部および RF 電極各部の面電荷によって誘起さ

れる電束密度 DP，DT，DB，DE (図 ３-９(b)）はそれぞれ次のように表される。 

 DP =P/2 ,  DT =T/2 ,  DB =B/2 ,  DE =E/2 (3.2) 

次に，シース，CP,アルミナ板の各領域内の電束密度をそれぞれ DS，DCP，DALM (図 

３-９(c))とすると，重ね合わせの原理からこれらの電束密度は次のように表される。 

 DS DP -DT - DB - DE, (3.3) 

 DCP DP DT - DB - DE, (3.4) 

 DALM DP DT + DB - DE (3.5) 

また，RF 電極とプラズマ中の電界はほぼ０であることから，次の式も得られる。 

 DP DT + DB + DE  (3.6) 
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一方，シース電位差（VS = VAVE
TOP - VP），キャピラリープレート両端電位差（VCP = 

VAVE
BTM - VAVE

TOP_EST）とアルミナ板両端電位差（VALM = VAVE
ELEC - VAVE

BTM）の各部電位

差は DS，DCP，DALMを用いて以下のようにあらわされる。 

 VS  = ESdS = -DS(dS /o) = -DS /CS, (3.7) 

 VCP  = ECPdCP = -DCP(dCP /oCP) = -DCP /CCP , (3.8) 

 VALM = EALMdALM = -DALM(dALM/oALM) = -DALM /CALM . (3.9) 

ここで，0，CP，ALM はそれぞれ真空誘電率，CP のホール開口率を考慮した実効

的 CP 誘電率およびアルミナ誘電率，dS，dCP，dALM はそれぞれシース，CP およびア

ルミナ板厚であり，これらはそれぞれの等価回路モデルにおける静電容量に関係づけ

図 ３-９ CP 近傍境界の(a) 面電荷密度，(b)面電荷から生じる電束密度，(c)境界間の合

成電束密度，(d)境界間静電容量，および(e)境界電位を元にした静電モデル 
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られる。以上より，式(3.2)-(3-6)を用いて式(3.7)-(3.9)を解くことにより，実験から求め

た各部平均電圧 VAVEを用いて表面電荷密度P，T，B，Eを求めることができる。 

この方法により得られたP，T，B，E の VHF 電力依存性を図 ３-１１に示す。

ここで用いた CP は前述と同じくアスペクト比 50，厚さ 0.3 mm，ホール径 6 m であ

り，Ar 圧力は 2 Pa である。プラズマオン時におけるシース面電荷密度(図 ３-１０(a)）

は，シースの等価容量が他の容量に比べて小さいため，CP 部の面電荷密度よりもか

なり低い値となる。また，プラズマオフ時にシースは存在せず面電荷密度は 0 とする

ため，ここには記載していない。 

CP 上部面電荷密度(図 ３-１０ (b)）はプラズマオン時において，CP 上部に発生す

る自己バイアス(VAVE
TOP)により負に帯電し，VHF 電力の増加とともに負面電荷密度が

単調に増加する。特筆すべきは，プラズマオフ時においても CP 上部面電荷密度は 0

にならないことである。これは，CP 下部に蓄積された正電荷によって誘起される電

界を遮蔽するため表面に負電荷が残留するためである。 

CP 下部の面電荷密度(図 ３-１０(c))はプラズマオンおよびオフに対して，その変化

は小さい。このことは CP 底部に蓄積した電荷の緩和が極めて起こりにくいことを示

唆している。なお，オンとオフにおける面電荷密度のわずかな違いは，パルス VHF プ

ラズマにおけるプラズマオフ時のわずかな電荷緩和によるものと考えられる。図 

３-１(b)に示した CP 底部の電圧波形に改めて注目すると，プラズマオン直後におい

てわずかな電圧上昇が見られその後定常状態に達している。一方，プラズマオフ時に

おいて CP 下部電圧は緩やかな減少を示している。これらの電圧変化はプラズマオフ

時に CP 下部の正電荷が流出し，プラズマオン時に蓄積することを示唆している。プ

ラズマオン時とオフ時の特徴的な電圧挙動については第５章で電荷密度の変化とし

て詳細に議論する。 

RF 電極面電荷密度(図 ３-１０(d))は CP 上部と同様，プラズマオフ時に負の表面電



67 

 

荷が残留している。またプラズマオン時に注目すると電荷密度の絶対値が小さいこと

がわかる。これは，プラズマオン時において，RF 電極面電荷が CP 上部に蓄積した負

電荷を遮蔽するように蓄積することを示唆する。 

図 ３-１０ Type-2 セットアップにおける(a)シース, (b)CP 上部, (c)CP 底部, (d)電源電極

の表面電荷密度の VHF 電力依存性。塗りつぶしたプロットと白抜きプロットは，それ

ぞれプラズマオン時とオフ時の表面電荷を示している。 
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３.６ まとめ 

第 3章では本論文で最も重要なキャピラリープレート(CP)底部の面電荷密度絶対評

価法について述べた。面電荷密度は静電気学をもとに，静電容量と電圧から求めるこ

とができる。そのため，本章ではまず CP 上下の高周波電圧振幅を高電圧プローブで

測定し，CP の静電容量を評価した。次に，CP 上下部の平均電圧と CP 静電容量をも

とに面電荷密度を評価したが，CP 上部に電極を設置した構造（前章において説明し

た Type-1 セットアップに対応）では CP 底部にイオンが流入できず，CP 底部の蓄積

電荷の評価が不可能であるため，CP 上部に電極を配置していない状態での CP 上部

電位を推定する必要があった。そこで本研究においては，CP 上部の平均電圧が CP 上

部に発生した高周波電圧振動に起因して発生する自己バイアス電圧であることに着

目し，プラズマから RF 電極までの構造をコンデンサから成る等価回路で表し，それ

をもとにして RF 電極高周波電圧振幅から CP 上部高周波電圧振幅を推定し，そこか

ら CP 上部自己バイアス電圧を評価した。この方法によって得られた CP 上下部の平

均電圧から静電モデルを用いて各境界における面電荷密度を求めることに成功した。 

  



69 

 

参考文献 

[1] 小郷 寛，小亀 英己，石亀 篤司: 基礎からの交流理論 (電気学会, 2012). 

[2] 白藤 立: 電気回路基礎 (プレアデス社, 2018). 

[3] 漆谷 正義: トランジスタ技術 SPECIAL No.99 ディジタルオシロスコープ活用

ノート(CQ 出版, 2016). 

[4] 菅井 秀郎: プラズマエレクトロニクス (オーム社, 2009) p.115. 

[5] Y. P. Raizer, M. N. Shneider, N. A. Yatsenko: Radio-Rrequency Capacitive Discharges 

(CRC Press, 2017) p.115. 

[6] 小塚 洋司: 新装版 電気磁気学 その物理像と詳論 (森北出版株式会社, 2012). 

[7] 遠藤 雅守: 電磁気学 はじめて学ぶ電磁場理論 (森北出版株式会社, 2013). 

[8] U. S. Inan, A. S. Inan, R. K. Said: Engneering Electromagnetics and Wave SECOND 

EDITION (REASON, 2016). 



70 

 

第４章 定常状態におけるキャピラリー

プレート底部の電荷密度評価 

４.１ はじめに 

第３章でも述べた通り，従来，高アスペクト比のホール底部におけるチャージアッ

プは電圧測定を基に議論されてきた。本研究では等価回路モデル及び静電モデルから

電荷密度を求める手法を確立したため，測定した電圧からホール底部の面電荷密度を

求めることができる。本章ではパルスプラズマ中におけるパルスオンとオフの切替え

の直前(このタイミングをそれぞれパルスオフ定常及びパルスオン定常と定義する) 

に注目して面電荷密度をホールのアスペクト比や印加電力に対して評価をおこない，

そこから電荷の挙動を考察する。また，電荷の挙動を考察するにあたり，シースで加

速されたイオンのエネルギーが重要となる。そのため，イオンエネルギーの指標とし

て各 VHF 電力に対応する CP 上部の平均電圧を基に検討を行った。 

４.２ VHF 単周波における電荷密度評価 

 パルス放電における CP 底部電荷密度の AR 依存性 

図 ４-１に VHF パルス Ar 放電において 3 種類の異なるアスペクト比((a)12, (b)50 

(c)100)のCPを用いてCP上部電圧(VAVE
TOP)および下部電圧(VAVE

BTM)を測定した際の代

表的な平均電圧波形を示す。VAVE
TOP および VAVE

BTM はそれぞれ Type-1 および 2 セッ

トアップで測定した。実験条件は，Ar 圧力 2 Pa ，ピーク VHF 電力 200 W，パルス周

波数 1 kHz 及びデューティー比 50%である。CP 厚さ 0.3, 0.3, 1.0 mm に対応している。
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また図において t = 0 および 0.5 ms はそれぞれパルス VHF 電力がオンおよびオフ

となる時刻である。まずパルスオン時の波形に着目する。パルスオン時において，

VAVE
TOPは CP のアスペクト比によらずほぼ一定の負バイアス電圧を示す。また，パル

スオン時の VAVE
BTM も VAVE

TOPと同様に，アスペクト比によらず t = 0 ms の直後におい

て電圧減少を示す。 しかしながら，VAVE
BTM は AR = 12(図 ４-１(a))および 50 (図 ４-１

(b))では t = 0 ~ 0.1 ms の時間においてわずかな電位上昇を示すものの，AR = 100(図 

４-１(c))ではそれがほとんどみられない。これは， 12 及び 50 のような AR において

は CP 底部に正イオンによるチャージアップが生じているためで，AR=100 では AR

が高いがためにチャージアップが生じていないことが考えられる。 

さらに AR=12 ではパルスオン直後の電位上昇の後に VAVE
BTM の減衰振動がみられ

ることがわかる。 この現象は非常に興味深く，正イオンがもつ慣性によって過剰な

チャージアップが生じ，蓄積した電荷を緩和するために電子の流入が生じる。このと

き，電子は非常に早く応答するがイオンがそのチャージに対応できないため生じるの

ではないかと考える。 

次にパルスオフ時の波形に着目すると，AR = 12 および 50 では VAVE
BTM は ~120 V 

まで上昇した後，パルスオフ時間中に徐々に減少していく。これは，CP 底部にアフ

ターグロープラズマからの電子流入と CP 抵抗を介した蓄積電荷のリークによるもの

だと考えられる。一方 AR = 100 ではパルスオフ直後の電位の上昇はわずかで+20 V

程度までしか上昇しない。これは CP 底部の蓄積電荷量が少ないためと考えられる。 

なお，本章においてはこの後，パルスオンおよびオフ時の最後の 1 s の電圧に着目

し議論を進めるが，これをパルスオン定常およびパルスオフ定常と定義する。また本

章での VAVE
TOP，VAVE

BTM および VAVE
TOP_EST はそれぞれ，Type-1 セットアップのパルス

オン及びオフ定常時 CP 上部電圧，Type-2 セットアップのパルスオン及びオフ定常時

CP 下部電圧および等価回路モデルから推定された Type-2 セットアップのパルスオン
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及びオフ定常時 CP 上部電圧を表すこととする。 

  

図  ４ -１ AR = 12(a)，AR = 50(b)，AR = 100(c)における VAVE
TOP(Type-1)及び

VAVE
BTM((Type-2)波形例 
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次に 図 ４-１と同一の放電条件におけるパルスオン定常時の VAVE
BTM に着目し，AR 

= 12, 30, 50, 75 および 100 のそれぞれの CP に対して VHF 電力に対する VAVE
BTM の変化

を調べた。ここで AR = 12, 30 および 50 にて CP 厚さはすべて 0.3 mm でありホール径

はそれぞれ 25 m, 10 m および 6 m である。AR=75 および 100 において CP 厚さは

0.75 mm および 1.0 mm であり，ホール径はともに 10 m である。横軸を VAVE
TOP_ESTと

して，各 CP において VAVE
BTM の変化を見た結果を図 ４-２に示す。ここで，参考のた

め図中において VAVE
TOP_EST を破線にて示している。VAVE

BTM は実験条件によらず常に

VAVE
TOP_EST よりも高い値を示しているが，VAVE

TOP_EST に対する VAVE
BTM 依存性は CP の

アスペクト比よって大きく異なる。しかしながら，結果をよく見ると，どの AR にお

図 ４-２ 純 Ar プラズマにおける AR = 12 - 100 の VAVE
BTM の CP 上部の自己バイアス

(VAVE
TOP_EST)依存性 



74 

 

いても VAVE
TOP_EST に対する VAVE

BTM の依存性はおよそ３つの傾向に分けられることが

わかる。以下，3 つの傾向について順次説明を加える。 図 ４-２に傾向 I として示す

ように，AR=50, 75 及び 100 の CP においては， VAVE
TOP_ESTに対して VAVE

BTM が比例し

て減少する傾向の存在が確認される。この傾向におけるに VAVE
TOP_EST対する VAVE

BTM の

一定の減少勾配は，前章で示した等価回路モデルにおける CP およびアルミナ板の静

電容量の直列接続において，CP 底部に電荷蓄積が起こらない状況を考えることで理解

される[1][2]。 すなわち，CP 上部に発生する電位が静電容量により電圧分割され，CP

底部に CP 上部と比例した電圧を発生するため，傾向 I のような一定勾配の電圧変化が

現れるものといえる。裏返して言えば，傾向 I は CP 底部への顕著な電荷蓄積が起こっ

ていないことを示している。なお，AR = 12 および 30 においてはこのような現象はみ

られないが，これはアスペクト比が小さいため，低い VHF 電力においても容易に正電

荷蓄積が起こるためと考えられる。 

次に，AR = 12, 30, 50 において VAVE
BTM がプラズマ電位程度(~30 V)に留まる傾向が

観測され，これを傾向 II とした。これはプラズマ電位と VAVE
TOP_EST の電位差(自己バ

イアス電圧)で加速されたイオンが CP の上部から底部にかけての電位障壁により再

び減速され，VAVE
BTM がプラズマ電位になるとイオンが CP 底部に到達できず電流制限

が生じるためと考えられる。なお，傾向 II において，飽和 VAVE
BTM が VAVE

TOP_ESTに対

してわずかに上昇しているが，これは CP 上部 peak-to-peak 電圧の増加にともない，

CP へのイオン入射エネルギー幅が広がるためと推測される。また，AR = 75 および

100 においては傾向 II が見られないが，これは高アスペクト比のため CP 底部への正

電荷蓄積が十分に起こらず，傾向 II まで到達できないことが原因と考えられる。 

最後に， AR12, 30 では，高い VAVE
TOP_ESTにおいて VAVE

BTM の減少がみられ，傾向 II

から傾向 III に転じる。傾向 I との大きな違いは，VAVE
TOP_ESTと一定の電位差(VAVE)を

保ちながら VAVE
TOP_ESTと共に減少していく点にある。これは傾向 I の際に述べた静電
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容量による電圧分割では説明できず，パルスオンおよびオフ時を通した CP 底部への

電荷流入と電荷流出のバランスに起因しているものと考えられるが，詳細は後述する。 

図 ４-２と同様に VAVE
TOP_EST に対する VAVE

BTM の依存性を C4F8/O2 添加 Ar プラズ

マにおいておこなった結果を図 ４-３に示す。実験においては AR12, 30 および 50 の

CP を用い，圧力は 2 Pa，Ar, C4F8, O2流量比は 60%, 27% 13%，パルス周波数 1 kHz，

パルスデューティー比 50%である。純 Ar プラズマの結果と比較すると，添加プラズ

マにおいても純 Ar プラズマ(図 ４-２)と同じく傾向 I - III が存在し同様の傾向を示す

ものの，VAVE
TOP_EST に対する依存性がやや緩やかな点， VAVE

BTM がわずかに高くなる

点が異なる。これはフルオロカーボンプラズマにおいてはプラズマ中に負イオンが生

成されているため，相対的に電子密度が低下したことによる電子フラックス低下が起
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因している可能性が考えられる。負イオンについては４.３.２でも述べるが，直接的

な流入は難しいと考える。 

図 ４-２と図 ４-３に示した定常時 CP 底部平均電圧から，３.５節で述べた手法を

元に， 純 Ar および C4F8/O2添加 Ar プラズマにおいて，AR = 12, 30, 50 の CP 底部面

電荷密度(B)を評価した結果を図 ４-４に示す。白抜きプロットは純 Ar プラズマを，

塗り潰しプロットは C4F8/O2添加 Ar プラズマをそれぞれ表し，放電条件は図 ４-２お

よび図 ４-３と同じである。B は AR に依存して VAVE
TOP_ESTに対して特徴的な変化を

する。まず，AR = 30 に注目すると，Bは VAVE
TOP_ESTに対して単調増加し，-200 V で

やや飽和傾向に変化する。次に，AR=50 においては VAVE
TOP_EST が-70V 程度までの低

電圧領域においてB は小さく，VAVE
TOP_ESTが-70 V を超えるあたりからB は急激に増

加し，その後は AR = 30 と同様の傾向となる。AR = 30, 50 に対し，AR = 12 における

B は-30 V 程度の低 VAVE
TOP_EST まで単調増加，その後-100V 程度以上では飽和，さら

に VAVE
TOP_EST を増加するとB の減少が生じる。このB 減少の原因としては，パルス

プラズマにおける VHF 電力オフ時による電荷緩和と VHF 電力オン時における電子

流入が考えられる。 
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 パルスプラズマと CW プラズマの電荷密度比較 

AR = 12 の CP を用い，パルス放電の VHF パルスオン定常時及び CW 放電における 

VAVE
BTM の VAVE

TOP_EST依存性を比較した結果を図 ４-５に示す。図において，白抜きプ

ロットがパルス放電，塗潰しプロットが CW 放電である。パルス及び CW 放電に共

通することは，共に低 VAVE
TOP_EST領域において，VAVE

BTM がプラズマ電位程度で飽和し

ており，VAVE
TOP_ESTを増加すると VAVE

BTM と VAVE
TOP_ESTの CP 上部と底部の平均電位差

(これをVAVE と定義する)をほぼ一定としたまま，VAVE
BTM と VAVE

TOP_EST ともに減少し

図 ４-４ 純 Ar プラズマ(図中〇印)及び C4F8/O2 添加 Ar プラズマ(図中●印)における

CP 底部面電荷密度の CP 上部自己バイアス(VAVE
TOP_EST)依存性。CP の AR は 12, 30, 50。
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ていく点である。一方，パルス放電と CW 放電の違いは，VAVE が低下し始める

VAVE
TOP_ESTがやや異なる点と，保たれるVAVEの値が異なる点である。パルス放電にお

いて VAVE
TOP_ESTが~-30 V から低下を開始するが，CW 放電においては，~-70V から低

下し始める。また，VAVEはパルス放電で約 80 V，CW 放電で~150 V となり，CW 放

電の方が大きなVAVEである。 
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次に，図 ４-５の結果をもとに，第３章の手法を用いて CP 底部面電荷密度B を算

出した結果を図 ４-６ に示す。図 ４-５と同様に，白抜きのプロットがパルス放電，

塗潰しプロットが CW 放電となっている。なお，VAVE
TOP_EST がおよそ 0V においても

CP 底部がわずか(~5x10-10 C/cm2)な面電荷密度を持つのは，プラズマ電位程度のシー

ス電圧による CP 底部のチャージアップが生じるためと考えられる。また，この結果

の大きな特徴は，特に~ -100 V を超える VAVE
TOP_EST において，パルス放電時のB が

CW 放電のB の半分程度まで減少していることである。これは，パルス放電によって

パルスオフ時に蓄積電荷の緩和がおこり，面電荷密度が減少しているためと考えられ

る。なお，-100 V を超える高い VAVE
TOP_ESTにおいてB が減少するという現象は放電が

図 ４-６ CW 放電及びパルス放電における AR12 の CP 底部表面電荷密度の VAVE
TOP_EST

依存性 
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パルス，CW にかかわらず起こっていることから，B の減少は VHF 電力オフ時の電

荷緩和では説明ができない。この原因としては，パルスオン時に負の荷電粒子が CP

底部に流入している可能性があげられる。 

 キャピラリープレート近傍における荷電粒子の挙動 

本章では，VHF 単周波のパルス及び CW プラズマに着目し，AR が 12 から 100 ま

での CP における面電荷密度評価を行ってきた。以上の結果をもとに，CP 底部の電荷

挙動について，プラズマから RF 電極までの一次元電位構造をもとに検討する。図 

４-７はプラズマ，シース，CP，アルミナ板および RF 電極間における電位の一次元分

布を模式的に示している。各境界は，それぞれプラズマ-シース境界，CP 上部，CP 下

部，アルミナ板-RF 電極境界となっており，境界における平均電圧をそれぞれ VP，

VAVE
TOP_EST，VAVE

BTM，VAVE
ELEC とする。図 ４-７(a)はパルスオン時の電位構造分布概略

図であり，ラングミュアプローブによる測定値より VP は 30 V 程度である。本実験装

置のように，RF 電極が整合器などの大きな静電容量を介して接地に接続されている

場合，アルミナ板により覆われてプラズマから荷電粒子を受け取ることないため，RF

電極の平均電圧 VAVE
ELEC はほぼ 0 となる。VHF 電力を投入し，プラズマが生成される

と，CP 上部は自己バイアスの形成により速やかに負にバイアスされる。この時，CP

底部は CP とアルミナ板から成る 2 つの直列に接続された静電容量の分電圧による電

位を持つことになり，VAVE
BTM はプラズマ電位より低くなることが考えられる。この

場合，シースで加速され，eVS (VS = VP - VAVE
TOP_EST)のエネルギーを持った正イオンは，

CP の上部から下部にかけてのポテンシャル障壁(eVAVE)を越えることができるため

CP 底部に到達する。CP 底部に到達した正イオンは CP 底部に正の電荷蓄積を引き起

こしVAVE
BTMが増加する。VAVE

BTM の増加はVAVEを増加させイオンの減速に作用する。
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一方， VAVE
BTM の増加はプラズマから CP 底部への電子流入も示唆し，VAVEはその値

が増加するとともに電子加速に作用するため CP 底部への電子流入量が増えることが

推測される。また，CP も有限の抵抗値を持ちVAVEの増大に伴って CP を介したリー

ク電流の増大も考えられる（詳細は第 5 章で述べる）。なお，VAVE
BTM がプラズマ電位

VPに達すると，eVS = eVAVEとなることから，イオン電流は急激に減少する。 

図 ４-７ (a)パルスオン時及び(b)オフ時におけるプラズマからRF電極までの一次元電

位構造をもとにした電荷挙動考察 
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図 ４-７(b)は VHF パルスオフ時の電位構造分布の概略である。このとき，CP 上部

平均電圧 VAVE
TOP_EST は VHF パルスオフとなったのち速やかに減少し，アフターグロ

ープラズマの存在によりほぼ 0 V に規定される。一方 CP 底部はホールによってプラ

ズマと隔てられており，プラズマオフ時においては CP 上部のような大きな面電荷の

変化が起こりにくい。したがって残留した正電荷と VAVE
TOP_EST の急激な上昇により，

VAVE
BTM はパルスオフ時に急激に上昇する。しかしながら，アフターグロープラズマ

から CP 上部に到達した電子の一部は CP 底部に向かって加速され CP 底部へ流入し，

わずかずつ蓄積正電荷の緩和に寄与する。また，アフターグロープラズマによりパル

スオフ時の VAVE
TOP_EST はほぼ 0V であることから，CP 上部と底部間の抵抗によって

発生するリーク電流も CP 底部蓄積正電荷の緩和に寄与すると考えられる。以上より，

VHF パルスオフ時には電子電流とリーク電流による CP 底部の表面蓄積電荷の緩和

が生じていると考えられる。 
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４.３ LF バイアス重畳時の電荷密度評価 

 パルス放電における CP 底部電荷密度の AR 依存性 

次に，パルス VHF 電力同期させて LF 電力を重畳した際の結果について説明する。

図 ４-８に純 Ar プラズマにおける，(a)Type-1 セットアップを用いた CP 上部電極の

測定電圧(VTOP)波形および平均電圧波形，(b)Type-2 セットアップを用いた CP 下部電

極の測定電圧(VBTM)波形例およびその平均電圧波形を示す。この時の放電条件は AR 

= 12，VHF ピーク電力 400 W，ピーク LF 電力 100 W，パルス周波数 1 kHz，デューテ

ィー比 50%である。なお，実験においてパルスオン時の peak-to-peak 電圧 VPPは VHF

の VPP と LF の VPP が重なった波形の最大-最小値から評価している。まず CP 上部電

圧図 ４-８(a)に着目する。CP 上部 peak-to-peak 電圧 VPP
TOP はパルスオン直後から 10 

~ 20 s かけて増加し，その後 1.8 kVPP程度で定常となる。なお，この VPP
TOP の増加

は VHF 単周波における電圧増加時間と比較すると非常に遅い。また CP 上部平均電

圧 VAVE
TOP は VPP

TOP と同様にパルスオン直後から約 30 s かけて負バイアス電圧が増

加し，その後-650 V 程度で定常となる。このように LF 重畳時においては VHF 単周

波に比較して非常に強い負バイアス電圧が誘起されているが，これはLFのVPPがVHF

の VPP に比べて高くなっているためである。次にパルスオフ時に注目すると，VPP
TOP

は約 50 s 程度かけて減衰し，やがて 0 になることがわかる。VPP
TOPの減衰時間は VHF

単周波のそれと比較して非常に長く，これも LF 電源及び整合器の特性に起因するも

のと思われる。一方，VAVE
TOPは 30 s 程度までは 0 V に向かって急速に減衰し，その

後 100 s 以上かけて 0 V になるまで減衰する。パルスオフ直後の VAVE
TOPの減衰は減

衰しながらも存在する LF の VPPにて発生する自己バイアスの減衰によるものであり，

その後の VAVE
TOP の緩やかな減衰はアフターグロープラズマからの CP 上部への電荷

流入による CP 上部面電荷の中和過程であると考えられる。 
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図 ４-８ 純 Ar プラズマ(AR = 12，VHF 電力 400 W，LF 電力 100 W)における(a) Type-

1 セットアップの CP 上部電極の電圧波形及び(b)Type-2 セットアップの CP 下部電極

の測定電圧波形 
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次に CP 底部電圧に着目する(図 ４-８(b))。まずパルスオン時をみると，VPP
BTM は

VPP
TOP と同様にパルスオン直後に 20 s かけて増加し，その後 1.8 kVPP程度で定常と

なる。一方，VAVE
BTM はパルスオン直後から約 30 s かけて負バイアスが増加し，そ

の後パルスオフ直前で-600 V 程度となる。一方，パルスオフ時に注目すると，VPP
BTM

はと VPP
TOP と同様に約 50s 程度かけて減衰し，やがてゼロになることがわかる。

VAVE
BTM に注目すると，30s 程度までは急速に電位が上昇し，その後-100V でほぼ定

常となる。急速な正方向への電位変化は VAVE
TOP_ESTの電位変化に起因するものと考え

られる。しかし，VAVE
BTM が-100V で飽和するのは，VAVE

TOP_ESTに起因するものだけで

は説明できず，CP 底部に負の電荷が蓄積していると考えざるを得ない。 

第３章で述べた手法を元に，定常時における AR = 12 及び 50 の CP 底部の面電荷

密度(B)の VAVE
TOP_EST 依存性を図 ４-９にそれぞれ示す。図において●印および〇印

図 ４-９ 純 Ar プラズマ(VHF 電力 400W)における Type-2 セットアップの CP 下部電

極の面電荷密度の自己バイアス電圧(VAVE
TOP_EST)依存性 
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はそれぞれパルスオン定常時およびパルスオフ定常時の結果である。放電ガスは純Ar

であり，圧力 2 Pa，VHF ピーク電力 400 W，パルス周波数 1 kHz でデューティー比が

50%とし，ピーク LF 電力は 0 から 150 W まで変化させた。まずパルスオン時の AR 

= 12 に注目すると，面電荷密度は VAVE
TOP_EST = -350V 程度まで正となり，さらにバイ

アスを強くすると面電荷密度は負に変化する。AR = 50 では，LF バイアス電圧の増加

に伴い一旦，面電荷密度が増加し，その後減少する。さらに VAVE
TOP_EST ~ -750 V にお

いても正の面電荷密度となっているものの，結果を外挿すると VAVE
TOP_EST ~ -800 V 程

度では負に帯電することが推測される。このことから，いずれの AR ＝ 12 だけでな

く AR = 50 の CP においても VAVE
TOP_ESTが強い負電位となるときに，CP 底部が負に帯

電する可能性があることが示された。また，パルスオン時とオフ時を比べると，AR = 

12, 50 いずれの場合においてもパルスオフ時に正あるいは負の面電荷密度がわずかに

緩和し減少している。これは正または負の電荷がパルスオフ時に何らかの原因にてわ

ずかに失われていることを意味している。 

図 ４-１０にパルスオン定常時での純 Ar および C4F8/O2 添加 Ar プラズマにおける

CP 底部電荷密度(パルスオン時)の違いを比較した結果を示す。図において●印およ

び〇印はそれぞれ C4F8/O2添加 Ar および純 Ar プラズマであり，AR = 12 と 50 それぞ

れの結果を示している。面電荷密度は AR によって VAVE
TOP_ESTに対する依存性が大き

く異なる。AR = 12 では，純 Ar プラズマと C4F8/O2添加 Ar プラズマの面電荷密度の

VAVE
TOP_EST はおよそ同じである。一方で AR = 50 においては純 Ar プラズマにおける

面電荷密度より C4F8/O2 添加 Ar プラズマにおける面電荷密度が高くなる。電気負性

ガスである C4F8 の添加はプラズマ中の電子密度を大きく減少させるため，両者の面

電荷密度の違いは電子密度の減少とそれに伴う CP 底部への電子フラックスの減少と

考えることができる。AR = 12 では，アスペクト比が小さく CP 底部に達する電子フ

ラックスが十分に大きくパルスオン中に電子流入が停止する電位構造になるまで電
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荷が変化するものの，AR = 50 ではアスペクト比が高いためにパルスオン時の CP 底

部への電子流入が小さく，面電荷が正方向に変化するものと考えられる。 

 負の荷電粒子流入メカニズム 

前節では VHF 電力と LF 電力を重畳したパルスプラズマに着目し，AR が 12 及び

50 の CP における面電荷密度評価を行った。興味深い点は強い負バイアスを誘起した

場合に CP 底部は負にも帯電するという点である。この結果をもとに，CP 底部に負の

荷電粒子が流入する機構について，プラズマから RF 電極までの一次元電位構造をも

とに検討する。図 ４-１１はプラズマ，シース，CP，アルミナ板および RF 電極間に

図 ４-１０ 純 Ar プラズマ及び C4F8/O2 添加 Ar プラズマ(VHF 電力 400W)における

Type-2 セットアップの CP 下部電極の面電荷密度の自己バイアス電圧(VAVE
TOP_EST)依存

性 
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おける電位の一次元分布を模式的に示している。各境界は，それぞれプラズマ-シース

境界，CP 上部，CP 下部，アルミナ板-RF 電極境界となっており，境界における電圧

をそれぞれ VP，VTOP，VBTM，VELEC とする。このモデルでは RF 振動も考慮しており，

実線は平均電圧 VAVEを表し，上下の破線はそれぞれ RF 電極における電圧振幅の瞬時

最大値と瞬時最小値を表す。 

図 ４-１１ プラズマから RF 電極までの電位構造分布の模式図。 実線は平均化された

電位。 破線は電位振動の最大ピークと最小ピークの電位プロット。 イオンは平均的な

電位障壁によって減速される。 電子は最大ピークにおける瞬間的な電位構造によって

加速される。 
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イオンは質量が大きいため，およそ RF 振動によらない平均的な電位構造に伴う電

界に作用すると考えられる。なお，VAVEの空間構造に対するイオンの挙動については

４.２.３で示したとおりである。質量の大きいイオンに対し，質量の軽い電子は全く

異なる挙動を示す。電子プラズマ周波数からも推測されるように電子の応答は非常に

速い。電子密度 n，電子質量 m，素電荷量 e，真空誘電率0とすると，電子プラズマ周

波数pe は 

 𝜔 =
𝑒 𝑛

𝜖 𝑚
 (4.1) 

で表され[3]-[5]， 例えば，n = 1011 cm-3においてpeは周波数にして 2.8 GHz に達する。

これは今回用いた VHF 電源(40 MHz)及び LF 電源(2 MHz)の周波数より遥かに高い。

このことから，電子はこれらの高周波振動に追従でき，瞬時電位構造に従うと考えら

れる。 図 ４-１１において，電子はプラズマ電位に対する VTOP の電位差が電子温度

程度となった時に CP 上部に流入することとなり，この時 CP 底部の瞬時電位が

VAVE
BTM+0.5VPP

BTM となって CP 上部と下部の電位差にて電子が加速される。このこと

から，高周波瞬時最大電圧において電子が CP 底部到達できる可能性があることがわ

かる。 

次に CP 底部が負に帯電する現象について考える。RF 振動の最大ピーク時を考え

ると，平均電圧と同様に CP 上部より CP 底部の電位が高くなるため電子は CP 上部

から底部に向かって加速される。CP 上部に到達した電子の運動エネルギーは等方的

な熱運動エネルギーであるため，RF 電力や自己バイアスに影響されない。そのため， 

CP 底部に到達する電子フラックスは CP 上部と底部の電位差だけで決まることが考

えられる。CP 底部が帯電していない状態を想定すると，RF 電力を印加して生成され

たプラズマ中において，CP 底部平均電圧は CP 上部平均電圧の静電容量による分圧

によって決まる。この時の CP 上部と下部の電位差で決まる電子フラックスが，シー
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スで加速されて CP を通過してくるイオンフラックスを上回るとき，CP 底部が負に

帯電することがあると考えることができる。 

最後に負イオンの挙動について考える。負イオンも電子と比較すると重い粒子であ

るため平均電位構造に従う。一方で CP 上部平均電圧 VAVE
TOP_EST はプラズマに対して

負バイアスであるため，CP 上部に到達することが困難である。これは，電気負性ガ

スのプラズマが電子，負イオン及び正イオンで電気的中性を保つ電気的負性領域と電

子と正イオンで電気的中性を保つ電気的正性領域とシース領域を持つ[5]ことからも

推測できる。そのため，パルスオン時において負イオンによる直接的な電荷の緩和は

難しいと考えられる。 

 キャピラリープレート底部蓄積面電荷密度のパルスデューティー

比依存性 

これまでの結果からわかるように，パルス放電においてはプラズマオフ時に CP 底

部蓄積電荷の緩和が起こる。これについてさらに知見を得るため CP 底部面電荷密度

のパルスデューティー比に対する変化を調べた。図 ４-１２にパルスデューティー比

を CW からオンデューティー50%まで変化させたときの CP 上部および底部の電圧波

形例を示す。Type-1 セットアップを用いて測定した CP 上部電圧について，(a)は CW，

(c)はパルスデューティー比 80%，(e)はパルスデューティー比 50%の結果であり，Type-

2 セットアップを用いて測定した CP 底部電圧について，(b)は CW，(d)はパルスデュ

ーティー比 80%，(f)はパルスデューティー比 50%の結果である。本測定に用いた CP

は AR = 100 (直径 33 mm, 厚さ 1 mm，穴径 10 m)であり，放電条件はガス圧力 2 Pa

で C4F8を 27%, O2を 13%混合した Ar プラズマ(VHF ピーク電力 200 W,LF ピーク電力

200 W，パルス周波数 1 kHz)である。 
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図 ４-１２ C4F8/O2 添加 Ar プラズマ(VHF 電力 200 W, LF 電力 200 W)における(a)CW

放電の VTOP，(b) CW 放電の VBTM
 ，(c)80%パルスデューティーの VTOP ，(d) 80%パルスデ

ューティーの VBTM (e) 50%パルスデューティー の VTOP 及び(f) ) 50%パルスデューティ

ー の VBTM の測定電圧波形とその平均電圧波形(AR = 100) 
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まず，CW 放電（図 ４-１２ (a)(b)）では CP 上部下部におけるそれぞれの電圧は

VPP
TOP~2.6 kV, VAVE

TOP~ - 800 V, VPP
BTM~2.7kV, VAVE

BTM~ 30 V で，は時刻に対して変化は

なくほぼ一定であることから各蓄積電荷は平衡している。次に，t = 0 ~ 0.8 ms がパル

スオンで t = 0.8~1.0 ms がパルスオフとなるパルスデューティー比 80%（図 ４-１２ 

(b)(e)）の場合，まず peak-to-peak 電圧に着目すると，CP 上部下部ともにパルスオン

後に VPP
TOPおよび VPP

BTM はややオーバーシュートした後 t ~ 0.1 ms で定常となる。こ

の時 VPP
TOP ~ 2.6 kV，VPP

BTM は VPP
TOPよりやや大きい~2.7 kV となり，両者ともに CW

の場合とほぼ同じ値を示す。次に，パルスオン時の平均電圧に着目すると CP 上部

VAVE
TOPは定常時において~ - 800 V で CW の場合と同程度である。一方，CP 下部平均

電圧 VAVE
BTM は~ 0 V となる。さらに，パルスオフ後の平均電圧は VAVE

TOP がほぼ 0 V

に落ち着く一方で，VAVE
BTM ～ 450 V まで上昇する。このことから，CP 底部には相当

量の電荷が蓄積しているものと推測できる。 

さらにオフデューティーを延ばし t = 0~0.5 ms がパルスオン，0.5 ~ 1.0 ms がパルス

オフであるパルスデューティー比 50%の場合（図 ４-１２ (c)(f)），パルスオン定常時

CP 上部および下部 peak-to-peak 電圧は VPP
TOP ~ 2.6 kV および VPP

BTM ~ 2.7 kV，パルス

オン定常時 CP 上部平均電圧 VAVE
TOPは~ - 800 V であり，これらは CW プラズマと同

様である。しかしながら，パルスオン定常時 CP 下部平均電圧はデューティー比が 50%

においてさらに低下し，VAVE
BTM ~ -150 V 程度となっている。さらに，パルスオフ定常

時の VAVE
BTM は~ 350 V となり，パルスデューティー比 80%に比べて電圧が低下して

いる。このことから，パルスオフデューティーを延ばすことにより，CP 底部蓄積電

荷が緩和していると推測できる。 

図 ４-１３に CW 放電及びパルスオン定常時における Type-2 セットアップにおけ

る CP 上部推定平均電圧(VAVE
TOP_EST)に対する CP 底部の測定平均電圧(VAVE

BTM)の変化

を示す。放電条件は図 ４-１２と同様であり，VHF 電力は一定とし，LF 電力を 0 か
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ら 250 W まで変化させた。まず，CW 放電においてはVAVE
TOP_EST ~ -550 Vのとき VAVE

BTM

は 150V で最大となり，さらに LF 電力を増加させると VAVE
BTM は減少する。パルスデ

ューティー比 80%では VAVE
BTM の最大値は 10V であり CW に比べて減少し，またピ

ークを示す VAVE
TOP_EST はやや大きく~ -600 V となる。パルスデューティー比が 50%

になると，VAVE
BTM のピークは顕著に見えなくなり，VAVE

TOP_EST が-500 V 程度まで

VAVE
BTM が低下した後，わずかに上昇してさらに低下する。VAVE

BTM の正電位方向への

シフトは CP 底部への正電荷蓄積を示すと考えられることから，パルスオフデューテ

ィーを延ばすことにより，CP 底部蓄積電荷の緩和が起こっていることがわかる。 

次にパルスオフ定常時に着目する。 図 ４-１５はパルスオフ定常時における Type-

図 ４-１３ CW及びパルスオン定常時におけるC4F8/O2添加Arプラズマ(VHF電力 200

W, LF 電力 200 W) における Type-2 セットアップの VAVE
TOP_ESTに対する VAVE

BTM のパル

スデューティー比依存性 (AR = 100) 
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2 セットアップにおける CP 上部推定平均電圧(VAVE
TOP_EST)に対する CP 底部の測定平

均電圧(VAVE
BTM)の変化を示す。放電条件は図 ４-１２と同様である。VAVE

TOP_ESTが-700 

V 程度までは VAVE
BTM が単調増加し，その後飽和する傾向がみられる。また，パルス

デューティー比 50%，80%ともに，VAVE
TOP_ESTが-450 V 程度まで線形増加し，その後

増加が顕著になっている。 

以上の結果と第３章で述べた手法を用いて AR = 100 の CP 底部の面電荷密度(B)の

VAVE
TOP_EST 依存性を図 ４-１４に示す。図において●印および〇印はそれぞれパルス

オンおよびオフ定常時の結果を示しており，放電条件は，C4F8 27%，O2 13%それぞれ

添加したガス圧力 2 Pa の Ar プラズマで，VHF ピーク電力 400W，ピーク LF 電力は

0 から 250 W，パルス周波数 1 kHz としている。パルスオンおよびオフ定常時の面電

荷密度を比較してみると，VAVE
TOP_EST～-450 V まではデューティー比にかかわらずパ

ルスオンおよびオフに対する面電荷密度の違いは小さく，一方で VAVE
TOP_ESTが-400 V

以降では，パルスオフの面電荷密度はパルスオンと比較して減少している。 

残念ながら，定常値のみでは，荷電粒子流入量の評価は難しい。 
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図 ４-１５ パルスオフ定常時における C4F8/O2 添加 Ar プラズマ(VHF 電力 200 W, LF

電力 200 W) における Type-2 セットアップの VAVE
TOP_ESTに対する VAVE

BTM のパルスデュ

ーティー比依存性 (AR = 100) 

図 ４-１４ C4F8/O2 添加 Ar プラズマ(VHF 電力 200 W, LF 電力 200 W) における

VAVE
TOP_ESTに対する CP 底部面電荷密度のパルスデューティー比依存性 (AR = 100) 



96 

 

４.４ まとめ 

本章ではパルスプラズマ中におけるパルスオンとオフの定常状態における電圧に

注目してホールのアスペクト比や印加電力に対する面電荷密度の評価をおこない，電

荷の挙動を考察した。まず VHF 単周波における面電荷密度を評価したところ，VHF

電力（CP 上部の自己バイアス電圧）に対して，CP 底部に電荷蓄積が殆ど起こらない

傾向，正の面電荷蓄積が生じる傾向，正の面電荷密度が減少する傾向，が存在するこ

とを示した。特に面電荷密度が減少する傾向については，CW 放電とパルス放電の比

較によって，パルスオン時においても CP 底部に負の荷電粒子が流入する可能性を示

唆する結果が得られた。さらに LF 電力を重畳し CP 上部により強い負バイアスを誘

起することで，高アスペクト比ホール底部において，負の電荷蓄積が起こることを示

した。これは従来の考え方を覆す興味深い知見である。 
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第５章 パルス放電におけるキャピラリープレ

ート底部の電荷密度時間分解測定 

５.１ はじめに 

前章では CP 上部および底部の平均電圧測定と等価回路モデルをもとに，パルス

VHF 放電およびパルス VHF-LF 重畳放電を対象として，パルスオンおよびオフの定

常状態における CP 底部の蓄積電荷の絶対評価をおこなった。そして，パルス放電時

においてパルスオフデューティーが電荷緩和に寄与していることを確認するととも

に，VHF あるいは LF 電圧に対する蓄積電荷の変化もパルス放電と CW 放電で異なる

ことを示した。しかしながら，この測定はオンおよびオフデューディーのそれぞれ最

後の時刻のみに着目して評価をおこなったものであり，時間変化に関する情報がない。

電荷の蓄積過程あるいは緩和過程を明らかにするには，電荷量の経時変化を詳細に調

査することが有効であることから，本章ではパルス放電時における CP 底部面電荷密

度の変化に着目した結果について述べる。CP のアスペクト比が蓄積電荷の時間変化

および定常状態における蓄積電荷量にどのように影響するかを示すとともに，主にパ

ルスオフ時における蓄積電荷の緩和過程について，リーク電流やホール内を通過する

アフターグロープラズマからの電子電流に着目して議論する。 

５.２ 電荷密度時間変化の電力依存性 

図 ５-１にパルス変調 VHF プラズマにおける CP 底面の電圧波形例を示す。CP の

アスペクト比は 30，VHF ピーク電力は 200 W，パルス周波数 1 kHz，パルスデューテ
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ィー比 50%である。ここで，t = 0 と 0.5 ms はそれぞれパルスの VHF 電力がオンお

よびオフとなるタイミングである。VHF パルスオン時は VHF 電圧最大値および最小

値が +193 V および-115 V である。 VHF パルスオフ時には 40 MHz の電圧振動は消

失し，CP 上部の電位が 0 V となることにより，CP 底部電圧は ~120 V まで上昇す

る。 

図 ５-１の結果から 40 MHz 成分を除去した CP 上部と底部の平均電圧 VAVE
TOP_EST

および VAVE
BTMを図 ５-２に示す。VAVE

BTMは，VHF パルスオン時，オフ時ともに VAVE
TOP

よりも高い値を示している。 VAVE
TOP_ESTと VAVE

BTM の時間依存性が互いに似ているこ

とから，VAVE
BTMは VAVE

TOPによって誘起される電界の影響を受けていることがわかる。 

また，第４章で述べたように VAVE
TOP に対する VAVE

BTM の正の電位差は，CP 底部に正

電荷が蓄積されたことを示している。さらに VAVE
BTM の時間変化を詳細にみると興味

深い特徴がみられる。まず VHF パルスオフ時に着目すると，VAVE
BTM はパルスオフ後
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図 ５-１ パルス変調された VHF Ar プラズマにおける CP 下部電極の代表的な波形。

AR は 30 で，VHF 電力は 200 W である。 
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一旦～120 V まで急激に増加した後，ゆっくりと電圧が低下する。 また VHF パルス

オフ時には，一旦 VAVE
BTM が急激に低下した後にわずかな電圧上昇が見られる。 こ

れらの電圧変化の挙動は VAVE
TOP ではみられず VAVE

BTM 特有の挙動であり，これは CP

下部電極に蓄積された電荷の放電や充電の影響を受けていることが示唆される。 

蓄積電荷の時間依存性を調べるため，第３章で述べた手法を各平均電圧時系列変化

に適応し，面電荷密度B の時間変化を求めた結果を図 ５-３に示す。CP の AR は 30

および 50 であり，それぞれ青線および赤線で示している。また，VHF 電力は 50 W か

ら 400 W まで変化させた。他の条件は図 5-1 の際と同じである。AR = 30, 50 ともに

VHF 電力の増加と共に面電荷密度は増大する。AR = 50 では VHF 電力 50 W において

は電荷蓄積が極めて少なく，100 W においても AR = 30 より低い。一方，150 W にな

ると AR=50 の面電荷密度が急激に増加し，AR = 30 と同程度になる。さらに VHF 電力
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図 ５-２ 図 ５-１の 40 MHz の電圧発振を除去した後の CP 底部の平均電圧（VAVE
BTM）

と，VPP
BTM から評価した CP 上部の推定平均電圧（VAVE

TOP_EST）。 
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を高めると，AR = 50 における面電荷密度が AR = 30 より高くなる。このように AR = 

50 では面電荷密度の変化に緩急があり，これはパルスオン時におけるチャージアップ

電流とパルスオフ時における蓄積電荷の緩和の大小関係によるものだと考えられるが

これは後程議論する。 

次に，AR = 30，VHF 電力 400 W における面電荷密度の時間変化を例に，パルスオン

時とパルスオフ時の面電荷密度の時間変化図 ５-４を見ると，パルスオン時にはチャ

ージアップ，パルスオフ時には電荷緩和がそれぞれ明瞭に観察される。この後，パル

スオン時に CP 底部に電荷が蓄積していく時間帯を①チャージアップ領域，その後の

面電荷密度が比較的定常化する時間帯を②定常領域，パルスオフ時に面電荷密度減衰

する時間帯を③放電領域，とそれぞれ定義する。 

図 ５-３  CP 底部面電荷密度時間変化の VHF 電力依存性。VHF 電力は 50 から 400 W

であり，使用した CP の AR は 30 (青いプロット)と 50 (赤いプロット)である。 
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各 AR においてパルスオン時の①領域をみると，およそどの条件においてもチャー

ジアップはパルス周期よりも非常に速く，～0.1 ms 程度で領域②に移る。なお，AR = 

50 の場合，VHF 電力 50 W 及び 150 W では領域①のチャージアップがパルス周期よ

りも非常に緩やかであるため領域②が存在しなかった。これは CP 底部に流入する正

電流が極めて小さく，パルスオン時間内に定常状態まで達していないことを示してい

る。この原因として，高 AR かつ CP 上部の低自己バイアス電圧(低 VAVE
TOP_EST)時にお

いてイオンが CP 底部に到達できないと考えられる。次に，パルスオフ時における電

荷緩和(領域③)に着目すると，電荷緩和はどの AR および VHF 電力の条件においても

非常に遅く，パルスオフ時間内に完全な電荷消失に至っていない。これらの結果から，

VHF 電力が低く AR が 50 の場合にのみ，時間平均的なB が非常に低くなる原因は，

パルスオン時のチャージアップ電流がパルスオフ時の放電電流と同程度に低く，CP

底部に十分な電荷蓄積がなされないためであると結論づけることができる。 

図 ５-４ CP 底部面電荷密度時間変化における特徴的な 3 つの領域(AR = 30，VHF 電力

400 W) 
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５.３ リーク抵抗を含めた等価回路構築 

第３章で示した等価回路モデルにおいては，CP 自身の持つ CP 上部-下部間のリー

ク抵抗が CP の静電容量から求められるリアクタンスよりも極めて大きく，無視でき

るものとした。しかしながら，パルスオンやオフ時においては，その時間スケールが

長いため，リーク抵抗による電荷量の変化がより顕著に現れることとなる。そこで，

電荷蓄積や緩和の時間変化挙動を理解するために，改めて図 ５-５に示すプラズマか

ら RF 電極までの一次元電位構造モデルを想定し，CP 上部，下部に流れる電流を考察

する。図 ５-５ (a)は VHF パルスオン時の電位構造分布であり，CP 上部は自己バイ

アスによって負の電位(VAVE
TOP_EST)を持ち，CP 底部は正イオンによるチャージアップ

により CP 上部よりVAVEだけ高い電位(VAVE
BTM)を持つ。この時，プラズマからはシー

スで加速された正イオンが CP 上部から下部に向かって流入する。また，第４章で述

べたように，RF 電圧瞬時最大値(シースが最も薄くなる)付近において CP 上部近傍に

存在する電子が CP 底部に向かって加速されながら流入する。一方，CP の上部と底部

間にはVAVEの電位差があるため，CP のもつリーク抵抗によりリーク電流が発生する

ことが考えられる。 

図 ５-５(b)は VHF パルスオフ時の電位構造分布であり，CP 上部電圧はアフターグ

ロープラズマの影響でほぼ 0 V，CP 底部は正の蓄積電荷により正電位となる。この電

位構造の場合，アフターグロープラズマから CP 底部への電子流入が考えられるが，

正イオンは自己バイアスによるイオン加速がないためVAVE の電位障壁を超えること

ができず CP 底部への流入は難しい。一方，この電位構造においても CP 上下部間に

はVAVE が存在するため CP リーク抵抗を介したリーク電流が生じることが考えられ

る。 
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以上の想定される電流を考慮し，リーク抵抗と CP ホール通過電流を考慮した等価

回路モデルを提案する。 図 ５-６(a)はホール近傍の構造概略図である。図 ５-６(b)

は，概略構造図に照らし合わせながら示したパルスオン時の等価回路を示しており，

図 ５-５ プラズマから RF 電極までの電位構造を基にした，(a)VHF 電力オン時及び

(b)VHF 電力オフ時の電荷移動。 
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ここで CCP は CP 上下面間の実効静電容量，CALM はアルミナ板の実効静電容量，ま

た CA は高電圧プローブ及びフィードスルーの対接地浮遊容量であり，それぞれ 48 

pF，22 pF，6.6 pF であることは第 3 章で述べた。 本研究で使用した CP は鉛ガラス

製であり，高抵抗ではあるがわずかの電流を流すリーク抵抗を有しているため，その

抵抗値を RCPとした。また高電圧プローブに流入するリーク電流も考慮するため，高

電圧プローブの入力抵抗(100 M)を RAとした。また，図に示す電流源は，プラズマ

中の荷電粒子(イオン，電子)が CP ホールを通って CP 下部に流れ込む電流を模擬し

ている。 さらに，CP 上部に接続された電圧源は，パルスオン時の負の自己バイアス

電圧を示している。なお，CP 底部への高エネルギーイオン電流と電子電流は CP 底部

電圧によりそれぞれ減速および加速される。イオン電流及び電子電流は VHF 位相に

応じて変化するため，電流源で模擬される電流は平均化された正味の電流と考えられ，

その値はプラズマ密度だけでなく，CP 上部と底部の電圧にも依存する。 

図 ５-６(c)はパルスオフ時の等価回路を表し，CP の抵抗，実効静電容量，アルミ

ナ板の実効静電容量，及び高電圧プローブの入力抵抗と浮遊容量はパルスオン時の等

価回路と同じである。(b)と異なる点はアフターグロー時の CP 上部電圧 VAVE
TOP_ESTを

ほぼ 0 としている点である。また，ホールを通過する荷電粒子を模擬した電流源はア

フターグロー時のプラズマ密度減衰時定数より長い時間スケールではその電流をほ

ぼ 0 とすることができる。 
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図 ５-６ (a)CP 近傍の構造物モデルを基にした，(b)プラズマオン時および(c)プラズマ

オフ時の流入電流及びリーク抵抗を考慮した等価回路モデル。図中の静電容量は AR =

12, 30, 50 の CP を想定。 
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このモデルの妥当性，特に CP リーク電流を確認するために，図 ５-４に③で示し

た電荷減衰領域に着目し，電荷減衰挙動を調べた。自己バイアス電圧が消失した後の

CP 上部から電源電極までの電位空間分布は前述の図 ５-５(b)に示した通りであり，

CP 上部と RF 電極の電圧は，パルスオン時の条件によらずそれぞれ～10 V，～0 V で

あることが実験より確認されている。また，CP 底面に蓄積された電荷は，CP 上底部

間にVAVEの電位差を生じる。等価回路モデルより，CP 上-底部電位差がVAVEとなる

とき，CP 底部電荷は等価回路においては CCP，CALM，CA の並列静電容量に蓄積され

る。パルスオフ時の CP 上部電圧 VTOP_EST は，アフターグロープラズマの存在により

0V にはならないが，パルスオフ時にVAVE >>VAVE
TOP_ESTとすれば，パルスオフ直後に

CP 底部から流出する電流(I0
OFF)は，CP 上部が接地されていると近似して 

 𝐼 =
𝐶

𝜏
∆𝑉 =

𝑅 + 𝑅

𝑅 ∙ 𝑅
∆𝑉      (5.1) 

のように記述される[1]-[3]。ここで C は並列の CCP，CALM，CA による合成静電容量，

RA, RCPは高電圧プローブの入力抵抗および CP 上下面間のリーク抵抗であり， は等

価回路中の RC 時定数である。図 ５-７の緑プロットは AR = 30，パルスオン時の

VAVE
TOP_EST= -155 V において，③領域での CP 底部面電荷密度の時間変化測定結果であ

る。この結果をよく見るとパルスオフ後の速い減衰とそれに引き続く遅い減衰を示し

ている。 等価回路モデルでは，面電荷密度は合成静電容量とリーク抵抗から決まる

時定数によって指数関数的に減少することから，ゆっくりとした減衰（t > 0.8 ms）に

着目して，実験結果に対して最小二乗法によって指数関数曲線を求めた結果が図の赤

破線である。なお，t = 0.5～0.7 ms における実験結果との差は，パルスオフ後の早い

減衰成分を示している。これはアフターグロープラズマから CP 底部に流れ込む電子

電流によるものであり，後に詳述する。 
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図 ５-７ パルスオフ時の CP 底部電荷の減衰。AR は 30，VAVE
TOP_ESTは-254 V。小さな

点は実験結果，破線は t = 0.7 ~ 1.0 ms の実験データを用いた指数関数回帰曲線を示して

いる。 
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実験結果に対して最小二乗法によって求めた指数関数曲線の t = 0.5 ms における電

流の傾きから I0
OFFを求め，そこから，厚さ(0.3 mm)，面積(4.9 cm2)，CP ホールの開口

率（～60%）を考慮した電流密度 J0
OFFが得られる。図 ５-８ に VAVEに対する J0

OFF 

の測定値を示す。電流密度 J0
OFFはVAVEにほぼ比例する。RAは一定であることから，

この結果から CP 抵抗 RCP は AR に関係なくほぼ同じであることがわかる。本測定で

使用した AR = 12 から 50 の CP は同じ直径，有効径，開口率，厚さのため，抵抗率と

静電容量は同様であると考えられる。 図 ５-８の結果を線形近似した直線の傾きか

ら，RCPと RAの並列抵抗は 75 Mであることがわかり，RA = 100 Mを考慮すると RCP 

= 300 Mが得られる。ここで，２.４.４で述べた CP 抵抗は CP 温度が～74℃でほぼ同

等の RCP が得られ，RF 電極を冷却していることも考慮すると妥当な値だと考えられ

る。  

図 ５-８ 純 Ar 添加プラズマにおける t = 0.5 ms（パルスオフ直後）の電流密度を CP 上

下間の電圧差(ΔV
AVE

)依存性 
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VAVEに対するリーク電流密度の評価を C4F8/O2添加 Ar プラズマにおいても同様に

行った。その結果を図 ５-９に示す。AR の増加と共に電流密度が減少しているのが

わかるが，特に純 Ar プラズマにおけるリーク電流(赤の破線)と AR = 50 における電

流密度が比較的よく一致している。これは非常に興味深い結果で，低 AR ほどフルオ

ロカーボンの堆積が顕著となり抵抗値の減少する一方で，AR = 50 ではフルオロカー

ボン膜を介した電流が存在しないことを示唆する。この結果は大村らの報告[4]とも矛

盾しない。このように，本研究で用いた面電荷密度時分解計測により，フルオロカー

ボン膜によるリーク電流評価も可能であることが示された。 

 

図 ５-９ C4F8/O2添加 Ar プラズマにおける t = 0.5 ms（パルスオフ直後）の電流密度を

CP 上下間の電圧差(ΔVAVE)依存性。参考のため純 Ar プラズマにおける CP リーク電流

(RCP ~ 300 M)を赤の破線で示した。 
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５.４ パルスオン及びオフ時における荷電粒子流入量評価 

 パルスオフ時における電子流入量評価 

図 ５-１０は図 ５-７と同様のパルスオフ時の電荷密度の時間変化である。図中の

赤色の実線は，推定した CP 抵抗由来のリーク電流による面電荷の減衰を示している。

実験値(緑のプロット)は，特にパルスオフ直後で，この CP 抵抗リーク電流によるも

のより面電荷密度B の減衰が早い。これはアフターグロープラズマからの電子流入

が起因すると考えられる。 

そこで，パルスオフ時の面電荷密度B の時間変化から CP 抵抗のリークによる電荷

量を除去することで，負の荷電粒子である電子の CP 底部への流入総量を得ることが

できる。 図 ５-１１は，AR が 12, 30, 50 の場合のアフターグロープラズマからの電

図 ５-１０ パルスオフ時の CP ボトム電荷の減衰。AR は 30，VAVE
TOP_EST は-254 V。小

さな点は実験結果，破線は t = 0.7~1.0 ms の実験データを用いた指数関数回帰曲線を示

している。 
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子電流によって CP 底部に蓄積された負の電子面電荷密度を示している。 VHF パル

スをオフにしてから時間が経つにつれて，電子の電荷蓄積が始まり，t = 0.8～0.9 ms，

すなわちプラズマオフ後 0.3～0.4 ms で飽和する。この時間スケールは２.４.３の図 

２-２２で述べた電子密度の緩やかな減衰時定数(132 s)と近い値を示す。また，VHF

出力が高く，AR が低い場合にも電荷蓄積の増加が観測された。 この結果から，負の

電荷蓄積はホールを通過する電子の透過確率に影響され，その確率は CP 上部-底部間

電圧(VAVE)と AR によって決定されることがわかった。図 ４-３では，VAVE
TOP_EST が

高くなると正電荷密度の低下が見られ，特に AR = 12 の場合には正電荷密度の低下が

見られる。これは，低 AR，高 VHF パワーでのパルスオフ時での負電荷蓄積によるも

のであることが一因である。 
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図 ５-１１ (a)12, (b)30, (c)50 の AR について，パルスオフ時の CP ボトムへの電子蓄積

の電荷密度。 
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 パルスオン時のチャージアップ電流評価 

最後に，パルスオン時の正の電荷蓄積について説明する。図 ５-１２は，AR = 30，

VHF 電力 200 W における純 Ar プラズマでの CP 底部のパルスオン時に注目した電荷

密度(B)の時間変化である。この面電荷密度の時間変化から t = 0 から 0.1 ms にかけ

てチャージアップしている領域が確認できる。ここで，t = 0 に注目し，面電荷密度B

の傾きからチャージアップ電流を評価したものを図 ５-１３に示す。ここで横軸の

VAVEは，t = 0 におけるVAVEであることに注意する（5.3 で議論したVAVEはパルス

オフ直前の CP 上部と CP 底部の電圧差である）。 また本結果は，測定された電流か

ら CP を通るリーク電流を減じ，ホールを通過する荷電粒子によるチャージアップ電

流のみを示している。 チャージアップ電流は，AR=30，50 ともに t = 0 におけるVAVE

図 ５-１２ パルスオン(t = 0 ~ 0.5 ms)時における，CP 底部面電荷密度時間変化。(AR =

30 で VHF 電力 200 W) 
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とともに単調に増加し，AR = 50 のチャージアップ電流は AR=30 のチャージアップ

電流よりも小さくなっている。 チャージアップ電流密度は数A/cm2のオーダーであ

り，図 ５-８で示した CP 抵抗リーク電流密度と比較すると，このチャージアップ電

流は一桁程大きい。一方で，プラズマ密度から予想されるイオン電流密度（〜mA/cm2）

よりもはるかに小さく，これはホールを通過する電子とイオンを合わせた電流である

ことが考えられる。残念ながら本評価法では電子電流とイオン電流を厳密に分離する

ことは難しい。  

  

図 ５-１３ t = 0（パルスオン直後）での充電電流の CP 上下間の電圧差依存性 
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５.５ まとめ 

第 5 章では，純 Ar プラズマを基に面電荷密度の時間変化からパルスオフ時の電荷

緩和とパルスオン時のチャージアップ電流の評価を行った。また本評価を行うにあた

り，CP 抵抗を介した電流リークを考慮するため等価回路モデルを再構築した。ここ

で，CP の抵抗を未知数としてパルスオフ時の面電荷密度減衰の時定数から推定する

と 300 Mの値が得られた。また C4F8/O2添加プラズマにおいて，低 AR ほど CP 抵抗

が低下したことからフルオロカーボン膜堆積によるリーク抵抗減少が示唆された。特

筆すべきは，AR = 50 において，CP リーク抵抗がおよそ 300 Mであることから，高

AR ではそもそもフルオロカーボンは底部まで堆積しないことが示された。評価され

たリーク抵抗から推定されるリーク電流の影響を除外して，ホールを通過して CP 底

部に流入する荷電粒子について評価をおこなった。パルスオフ直後 0.3 ~ 0.4 ms 程度

においてはアフターグロープラズマからの電子電流が存在することが確認された。パ

ルスオン時のチャージアップ電流が数A/cm2 でありプラズマから直接飛来する電流

よりずっと少ないことが示された。 
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第６章 総括 

６.１ 本論文の結論 

近年の半導体デバイス，特にメモリの需要がますます拡大しており，ホールパター

ンエッチングの高アスペクト比(HAR)化が要求される。実際のエッチングプロセスに

おいて構築されるホールパターン内部でのチャージアップに起因されるエッチング

速度の低下や形状異常について多くの報告例がある。そのチャージ量の評価は鉛ガラ

ス製のキャピラリープレート(CP)で模擬されたホールパターン底部における電圧を

指標に行われてきた。しかし，電圧測定ではホールに蓄積する電荷密度の絶対値を知

ることができない。そのため，本研究では実際に蓄積する面電荷密度がどの程度か，

またその蓄積と緩和の過程がどのようになっているかを本研究のために立ち上げた

40 MHz VHF のパルス駆動容量結合型プラズマ源中において等価回路と静電モデルを

基に面電荷密度の絶対値を評価した。 

第１章では先述のとおり，研究の背景として半導体メモリの需要が高まっているこ

と，ホールエッチングプロセスにおけるチャージアップによる問題について述べた。

また，一般的な半導体プロセスの概要と用いられるプラズマ源，および異方性エッチ

ングメカニズムについても触れた。 

第２章では，本研究のために立ち上げたエッチングプロセスで使用される装置を模

した二周波重畳容量結合プラズマ源とその基本特性について述べた。まず設計指針を

得るため簡易的な有限要素シミュレーションを行った。シミュレーションの結果，高

周波電極の側面に RF シールドを設置し，電極間の空間を抑制することがプラズマの

閉じ込めに有効であることが解った。この設計指針に基づいて製作された実際の装置
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で生成されるプラズマの基本パラメータを各種プローブ法で評価し，Ar プラズマで

は〜1011 cm-3の高密度プラズマが得られることを示した。 

第３章では，論文で最も重要となるキャピラリープレート(CP)底面の面電荷密度の

絶対評価方法及び評価例について述べた。面電荷密度は静電気学に基づいて静電容量

と平均電圧から求めることができる。本章では，まず，CP の静電容量を評価するた

めに，高電圧プローブを用いて CP の上部と下部の高周波電圧振幅を測定した。次に，

CP の上部と下部の平均電圧と CP の静電容量に基づいて表面電荷密度を評価した。

しかし，CP の上部に電極がある構造（前章で述べた Type-1 のセットアップに相当）

では，CP の下部にイオンが流れ込むことができず，CP の下部に蓄積された電荷を

評価することができない。そのため，CP 上部に電極を配置しない場合の CP 上部の

電位を推定する必要がある。本研究では，CP 上部の平均電圧が CP 上部の RF 電圧発

振によって発生する自己バイアス電圧であることに着目し，プラズマから RF 電極ま

での構造をコンデンサからなる等価回路で表現した。これをもとに，RF 電極の RF 電

圧振幅から CP 上部の自己バイアス電圧を推定した。この方法で得られた CP 上部と

下部の平均電圧から，静電モデルを用いて各境界の表面電荷密度を求めることに成功

した。その結果，CP 下部の正面電荷密度の絶対値は，〜25 x 10-6 C/cm2であることが

わかった。 

第４章では，パルスオンとパルスオフの定常状態の電圧に着目し，印加電力に対す

るホールのアスペクト比と表面電荷密度を評価することで，パルスプラズマにおける

電荷蓄積の挙動を考察した。まず，VHF 単周波での表面電荷密度を評価し，VHF 電

力（CP 上部の自己バイアス電圧）に対して，CP 下部で電荷蓄積がほとんど起こらな

い領域，正の表面電荷蓄積が起こる領域，正の表面電荷密度が減少する領域の 3 つの

領域が存在することを示した。特に表面電荷密度が低下する領域では，CW 放電とパ

ルス放電を比較すると，パルスをオンにしても負の電荷を帯びた粒子が CP の底部に
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流れ込む可能性があることが示唆される。さらに，LF パワーを重畳して CP の上部に

強い負バイアスを誘導することで，高アスペクト比ホールの下部に負電荷の蓄積が起

こることを示した。これは従来の考えを覆す興味深い発見である。 

第５章では，純 Ar プラズマ中の面電荷密度の時間変化から，パルスオフ時の電荷

緩和とパルスオン時のチャージアップ電流を評価した。パルスオフ時の面電荷密度減

衰の時定数から CP 抵抗は 300 Mと推定された。C4F8/O2 添加プラズマでは，AR の

減少に伴って CP 抵抗が減少し，フルオロカーボン膜の成膜によリークしやすくなる

ことが示唆された。また，AR = 50 では CP のリーク抵抗は 300 M程度であり，高

AR ではそもそもフルオロカーボンが底部付近のホール側面に析出していないことを

示唆している。評価したリーク抵抗から推定したリーク電流の影響を除いて，穴を通

って CP の底部に流れる荷電粒子を評価した。その結果，パルスオフ直後の約 0.2 ms

の間，アフターグロープラズマからの電子電流が存在することを確認した。パルスオ

ン時のチャージアップ電流は数A/cm2 であり，プラズマから直接流れる電流よりも

はるかに小さいことがわかった。 

本研究における最大の成果は，エッチングホールのパターンを鉛ガラス製の CP で

模擬した測定系における電圧測定と等価回路モデルからホールを通過し直接流入す

る電流と CP 抵抗を通じてリークする電流の評価を行ったことである。このとき構築

した等価回路モデルはホールパターンの静電容量と抵抗から構築されるため，実際の

被エッチ対象物質の物性(導電率及び比誘電率)と構造が解ればリーク抵抗及び流入電

流を推定できることを示した。 
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６.２ 今後の展望 

本研究ではホールエッチングプロセスにおけるチャージアップを評価する手法を

確立した。本チャージ量評価手法は CW プラズマやパルスプラズマだけでなく，

HIGH/LOW 電力印加プラズマなど様々な印加電力のプラズマにおいて有効である。

また，本測定では金属電極を用いたがこれは低抵抗 Si 基板においても同様の評価が

可能であるため，CP ではなく実際のプロセスにおけるホールパターンにも適応する

ことができる。そのため新規プロセスレシピを提案するときに本手法を適応して蓄積

電荷が最も小さくなる，さらには負に帯電するような最適な電力印加法を模索するこ

とが可能となる。 

プロセスレシピを考案する上では，印加電力だけでなくイオン入射エネルギーやイ

オン入射角度分布の制御も重要である。本手法におけるチャージ量評価ではイオンエ

ネルギー分布は CP 上部の自己バイアス電圧(平均のイオンエネルギー)と仮定して行

った。特に低周波バイアス印加時におけるイオンの入射エネルギー分布と入射角度分

布と蓄積電荷量の関係を体系化するとチャージアップ機構をより明確にできると考

えられる。 
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付録 

A. シミュレーションの支配方程式及び基礎パラメータ 

本研究を始めるにあたり，汎用物理シミュレーションソフトウェア COMSOL を用

いてプラズマシミュレーションをおこなった(２.２参照)。COMSOL は有限要素法を

もとにしたシミュレーションソフトであり，電磁界や粒子輸送の支配方程式のセット

がモジュールとして自由に組み合わせられるようになっている。本解析ではプラズマ

モジュールの一つである容量結合プラズマ(Capasitive couled plasma : CCP)インターフ

ェースを用いた。本付録では計算に用いられる支配方程式について説明する[1]。 

CCP モジュールでは電位，電子密度および電子エネルギー密度などの従属変数を基

に電子輸送，容量性パワー，電子衝突反応，粒子種間反応などを計算する。電子の輸

送である粒子束 Γe は空間電荷分布 ρ 及び接地などの境界条件からポアソンの方程式

により求められた電位空間分布の勾配から移動度で計算される移動性流束(第一項)と

電子密度勾配(第二項)による拡散性流束の二種類がある。 

 ∇ ∙ 𝑫 = 𝜌 (A.1) 

 𝑬 = −∇𝑉 (A.2) 

  𝛤 = −(𝛍 ∙ 𝑬)𝑛 − 𝑫 ∙ ∇𝑛  (A.3) 

空間の各点における電子密度の変化は次式で表される。 

 
∂𝑛

∂t
+ ∇ ∙ 𝜞 = 𝑅 − (𝒖 ∙ ∇)𝑛  (A.4) 

ここから電流が計算され，また空間の電位から容量性の RF パワーが計算される。
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電子の運動エネルギーはマクスウェル分布をとると仮定している。マクスウェル分布

は次式で表される。 

 𝑓(𝑣) = 𝑛
𝑚

2𝜋𝑘 𝑇
4𝜋𝑣 exp −

𝑚𝑣

2𝑘 𝑇
 (A.5) 

ここで，n は粒子数密度，m は粒子質量，T は粒子温度，v は粒子の平均速度，kB は

ボルツマン定数である。電子-中性粒子衝突反応では衝突断面積データセットと電子

エネルギー，即ち電子温度より反応速度定数 K を算出し，弾性衝突，励起反応，電離

反応の反応速度 R を計算している。 

 𝐾(𝑇) = 𝑣𝜎(𝑣)𝑓(𝑣)𝑑𝑣
∞

 (A.6) 

 𝑅(𝑇) = 𝐾(𝑇)𝑛 𝑛  (A.7) 

弾性衝突は電子と対象粒子の質量比で電子のエネルギー損失 SElastic を損失係数 κ も

含めて算出する。 

 𝜅 =
2𝑚 𝑚

(𝑚 + 𝑚 )
 (A.8) 

 𝑆 = κ E −
3

2
𝑘 𝑇 e  (A.9) 

一方励起反応，電離反応では中性粒子の励起に必要なエネルギー，また電離に必要

なイオン化エネルギーの分だけ電子エネルギー損失が生じる。弾性衝突と反応エネル

ギー損失を合わせた総電子エネルギー損失 Senは 

 𝑆 = 𝑅(𝑇)∆𝐸 + 𝑆  𝑑𝑉
 

 (A.10) 

となる。同時に，準安定準位の粒子とイオンが生成されるなどといった粒子種数密

度の変動も計算される。中性粒子間衝突反応では，粒子の数のみが変動する計算をお

こない，反応速度定数をこちらで定義したものとしている。静電界，電子衝突反応，

誘導電界による電子のエネルギー収支はすべてエネルギー密度𝑛 の変化に適応され，
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拡散やドリフトによる加速などの項を含め次式で表される。 

 
∂𝑛

∂t
+ ∇ ∙ 𝜞 + 𝑬 ∙ 𝚪 = 𝑆 − (𝒖 ∙ ∇)𝑛 + 𝑄  (A.11) 

ブロッキングコンデンサを模擬した RF 電極上の誘電体境界では，電荷蓄積条件と

して 

 𝐽 − 𝐽 =
d𝜌

dt
 (A.12) 

を適応した。ここで，Jeは電子電流密度で，Jiはイオン電流密度である。 

本解析で想定した化学種(粒子種)は， 電子，Ar 原子，準安定状態の Ar,及び Ar イ

オンである。各設定及びパラメータは表 A-1 に示す。プラズマ生成過程は基本的な電

子衝突過程(弾性衝突，励起衝突，脱励起衝突，電離衝突)を考慮した。また，準安定

状態の Ar 原子同士の衝突も考慮した。それらの反応過程をまとめたものを表 A-2 に

示す。また，壁面では準安定 Ar 原子，イオンが基底準位になる反応を考慮している

(表 A-3)。
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